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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第138期 第139期 第140期 第141期 第142期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (千円) 2,089,4282,007,8851,661,0801,491,1711,500,241

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 114,864 183,512△17,735 206,804 106,993

当期純利益又は当期純
損失（△）

(千円) 99,954 96,025△383,952 193,386 73,058

包括利益 (千円) ― ― △425,889 372,892 74,979

純資産額 (千円) 2,839,5892,937,1372,524,4192,897,1412,972,017

総資産額 (千円) 7,092,8576,827,6466,024,8085,928,2406,226,961

１株当たり純資産額 (円) 271.10 280.46 241.08 276.71 283.88

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額（△）

(円) 9.54 9.17 △36.66 18.47 6.98

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.0 43.0 41.9 48.9 47.7

自己資本利益率 (％) 3.6 3.3 △14.1 7.1 2.5

株価収益率 (倍) 17.82 20.72 △3.41 7.0 25.07

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 233,884 317,465△22,220 214,968 202,756

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 65,129 74,550 351,827 552,002△143,033

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △396,998△401,356△302,132△311,920 124,331

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 453,472 444,105 471,564 926,6141,110,668

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
56

(113)
52

(104)
51

(100)
47
(28)

44
(38)

(注) １　従業員数は、就業人員数を記載しております。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、各期において潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第138期 第139期 第140期 第141期 第142期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (千円) 1,546,0911,485,4431,159,015995,0021,000,313

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 59,785 119,490△66,628 128,109 33,045

当期純利益又は当期純
損失（△）

(千円) 70,221 122,392△328,045 85,443 3,547

資本金 (千円) 1,004,5001,004,5001,004,5001,004,5001,004,500

発行済株式総数 (株) 10,500,00010,500,00010,500,00010,500,00010,500,000

純資産額 (千円) 3,082,9113,206,8262,836,7043,101,4823,106,848

総資産額 (千円) 7,137,1246,898,4496,089,7575,903,7436,159,431

１株当たり純資産額 (円) 294.33 306.22 270.90 296.22 296.76

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額（△）

(円) 6.70 11.69 △31.33 8.16 0.34

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.2 46.5 46.6 52.5 50.4

自己資本利益率 (％) 2.3 3.8 △10.9 2.9 0.1

株価収益率 (倍) 25.37 16.25 △3.99 15.93 514.71

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
23
(99)

22
(89)

23
(84)

19
(13)

20
(18)

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を記載しております。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、各期において潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。
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２ 【沿革】

大正９年５月 桜井新治以下８名が発起人となり、資本金11万円をもって東京都新宿区に於いて、映画

興行を目的とする株式会社武蔵野館を設立し、映画館「武蔵野館」（現・「新宿武蔵野

館」）を開館。

昭和３年12月現在地新宿区新宿三丁目に「武蔵野館」を移転し、近代的な洋画専門館として発足。

昭和24年６月旧帝都興業株式会社を吸収合併。

昭和24年８月商号を武蔵野映画劇場株式会社と変更。

昭和24年９月東京証券取引所に株式を上場。

昭和26年７月目黒区自由が丘に「自由が丘武蔵野館」を開館。

昭和30年１月大宮市所在の映画館を買収，「大宮武蔵野館」を開館。

昭和38年10月東京証券取引所市場第二部に指定替。

昭和43年12月武蔵野ビルを改築し、映画館、貸店舗など経営の多角化に着手。

昭和45年７月「大宮武蔵野館」を取り壊し、跡地に地上８階、地下３階の賃貸ビルを建設、これを大宮

高島屋に賃貸。

昭和48年６月不動産部門を設置、マンション及び別荘地の分譲を開始。

昭和53年３月資本金を５億円に増資。

昭和56年１月埼玉県大里郡寄居町に株式会社寄居武蔵野自動車教習所（現・連結子会社）を設立。

昭和60年12月中野区に「中野武蔵野ホテル」及び「中野武蔵野ホール」を開設。

昭和61年10月商号を武蔵野興業株式会社と変更。

昭和61年10月「自由が丘武蔵野館」を取り壊し、跡地に総合レジャービル「自由が丘ミュー」を新築

し、「自由が丘武蔵野館」・「エグザス自由が丘武蔵野ミュー」（平成20年３月「コナ

ミスポーツクラブ自由が丘」に名称を変更）をそれぞれ開設。

昭和63年10月資本金を10億450万円に増資。

平成４年９月 第二武蔵野ビルを建設、これを株式会社丸井に賃貸。

平成６年10月武蔵野ビル３階に「シネマ・カリテ」(平成14年１月「新宿武蔵野館」に館名変更)(３

館)を開館。

平成８年４月 株式会社野和ビル(テナント飲食店ビルの経営)を合弁会社として設立(現・関連会社)。

平成10年９月山梨県甲府市に「甲府武蔵野シネマ・ファイブ」(５館)を開館。

平成15年９月「新宿武蔵野館」（４館）のうち武蔵野ビル７階（１館）を閉館。

平成16年２月「自由が丘武蔵野館」を閉館。

平成16年５月「中野武蔵野ホール」を閉館。

平成16年８月「中野武蔵野ホテル」を閉鎖。

平成16年12月「第二武蔵野ビル」を売却。

平成17年２月「武蔵野インドヨガ学園新宿校」を開設。

平成17年５月株式会社リサ・パートナーズと資本・業務提携。

平成17年５月「武蔵野ビル」を流動化。

平成19年10月「武蔵野インドヨガ学園新宿校」を閉鎖。

平成23年３月「甲府武蔵野シネマ・ファイブ」を閉鎖。

平成23年３月「コナミスポーツクラブ自由が丘」を閉鎖。

平成24年12月新宿区新宿に「シネマカリテ」を開館。
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３ 【事業の内容】

当社および当社連結関係会社(子会社３社、関連会社２社)は映画興行事業を看板事業としてかかげると

ともに、保有資産の活用をはかり、賃貸を主体とした不動産関連事業や自動車教習所などを運営しておりま

す。各セグメントにおける当社および関係会社との位置付けは次のとおりです。

　

（映画興行事業）

当社が東京都新宿区に映画館「新宿武蔵野館」（３スクリーン）および「シネマカリテ」（２スク

リーン）を経営しております。

（スポーツ・レジャー事業）

現在は営業中止中であります。

（不動産事業）

当社が埼玉県さいたま市大宮区に商業テナントビル、東京都杉並区に賃貸マンション、東京都目黒区

に商業テナントビル（連結子会社の自由ヶ丘土地興業㈱より建物を賃借）をそれぞれ１棟経営してお

ります。また、当社は関連会社㈱野和ビルに敷地を賃貸、㈱野和ビルは商業テナントビルを経営し、当社

経営の映画館が当該ビルに入居しております。自由ヶ丘土地興業㈱は東京都目黒区の商業テナントビ

ルを賃貸しております。湯村観光㈱は駐車場の経営を行っておりましたが、平成25年６月３日をもって

清算結了いたしました。不動産の仲介・販売につきましては、仲介関連業務を主体に活動し、当連結会

計年度は不動産の仕入・販売等の活動は行っておりません。

（自動車教習事業）

㈱寄居武蔵野自動車教習所が、埼玉県大里郡寄居町において自動車教習所を経営しております。

（商事事業）

当社が東京都新宿区において住宅機材の卸売およびソフトドリンク販売店の委託経営を、自由ヶ丘

土地興業㈱は東京都新宿区においてソフトドリンク販売店、東京都目黒区において軽飲食店の委託経

営を行っております。

（その他）

主として、当社が管理しているマクミラン・アリスの版権事業や、当社と自由ヶ丘土地興業㈱の自販

機手数料等であります。
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(事業系統図)
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

㈱寄居武蔵野
自動車教習所
※１

埼玉県大里郡 10,000自動車教習事業 100.0 ―

当社より土地を賃借している。
役員の兼任　４名
提出会社よりの
借入金額

100,679千円

自由ヶ丘土地興業㈱
※２

東京都新宿区 10,000不動産事業 100.0 ―

当社に建物を賃貸している。　　
役員の兼任　４名
提出会社よりの
借入金額

138,000千円

湯村観光㈱
※３

山梨県甲府市 27,000不動産事業
93.3
(0.6)

― ―

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　 　

㈱野和ビル 東京都新宿区 20,000不動産事業 50.0 ―

当社より土地を賃借し、当社に建物
を賃貸している。　　　　　　
役員の兼任　３名
債務保証の額 506,000千円

㈱フラッグスビジョン 東京都新宿区 30,000その他 33.3 ― 役員の兼任　２名

(注) １　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

　　 ４　※１　㈱寄居武蔵野自動車教習所については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ①売上高 355百万円

　 ②経常利益 55百万円

　 ③当期純利益 60百万円

　 ④純資産額 33百万円

　 ⑤総資産額 332百万円

５　※２　債務超過会社であり、債務超過額は471百万円であります。

　　　 ６　※３　債務超過会社であり、債務超過額は40百万円であります。

　　　 ７　※３　湯村観光㈱は、平成25年６月３日に清算結了しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

映画興行事業 9(18)
 

スポーツ・レジャー事業 －(－)
 

不動産事業 2     

自動車教習事業 24(20)
 

商事事業 1    

全社(共通) 8  

合計 44(38)　

(注) １　従業員数は、嘱託契約の従業員を含み、当社グループから当社グループ外への出向者を除いた就業人員であり

ます。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　全社(共通)は、総務及び経理等の本社部門の従業員であります。

４　スポーツ・レジャー事業は、営業中止中であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

20(18) 45.1 12.8 4,482,797

　

セグメントの名称 従業員数(名)

映画興行事業 9(18)
 

スポーツ・レジャー事業 －(－)
 

不動産事業 2     

商事事業 1    

全社(共通) 8  

合計 20(18)　

(注) １　従業員は、当社から他社への出向者を除いた就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　スポーツ・レジャー事業は、営業中止中であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社連結子会社である㈱寄居武蔵野自動車教習所には、全国労働組合総連合に属する東京自動車教習

所労働組合寄居支部が組織されており、組合員12名が在籍しております。

なお、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（１） 業績

①　当連結会計年度の概要

当連結会計年度における我が国の経済は、内需関連産業において景況持ち直しの兆しが見られたもの

の、欧州経済や東アジアの諸問題の影響が景気回復の速度に歯止めをかける状況となりました。新政権発

足後は、景気回復への期待感から株式市場が活性化したものの、依然として景気の先行きは不透明感が拭

い去れない状況が続いております。当社グループの主要な事業である映画興行界においても、2012年度の

業界全体の興行収入は前年度の実績を上回りました。しかしながら、劇場のデジタル化と大作・話題作へ

の嗜好の集中を背景に、単館系劇場を中心にスクリーン数は減少を続けており、経営環境が大きく改善し

たとはいえない状況となっております。

このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、映画興行事業部門は、

全体的にヒット作に恵まれたものの、東京都新宿区に新しくオープンした映画館「シネマカリテ」の開

業諸費用の発生もあり、営業損失を計上することとなりました。不動産事業部門は、空室となっていた一

部賃貸用不動産へのテナント誘致が完了し、平成24年６月より家賃収入を計上できる運びとなり、収益力

の向上に貢献いたしました。なお、不動産投資配当収入につきましては、匿名組合出資契約の終了により

当連結会計年度には前連結会計年度と比べ大幅に減額しており、当社グループの営業利益以下の前期比

減少の主な理由となっております。自動車教習事業部門は、少子化による運転免許取得年齢人口の減少や

原油価格の高騰といった厳しい経営環境のなか、大型特殊自動車等の教習メニューの充実を教習生獲得

につなげることができ、堅調な営業成績を収めることができました。商事事業部門は、一部の経営委託販

売による売上高が若干減少したものの、概ね前年並みの営業成績を確保することができました。

その結果、当社グループの売上高は15億円（前期比0.6%増）、営業利益は１億１千６百万円（前期比

43.0%減）、経常利益は１億６百万円（前期比48.3%減）となり、当期純利益は７千３百万円（前期比

62.2%減）となりました。

　
②  セグメントの状況

（映画興行事業部門）

「新宿武蔵野館」は、「最強のふたり」「テッド」といったヒット作の上映をはじめ、お子様向けの作

品から映画通のお客様のニーズに応える作品まで、ジャンルを問わず魅力ある作品を数多く上映した結

果、前年度を上回る営業成績を収めることができました。また、東京都新宿区に新規開設した映画館「シ

ネマカリテ」は、良質な作品の上映機会を望まれる映画ファンの皆様から多くの期待を寄せられオープ

ンいたしましたが、開業諸費用の発生もあり営業損失を計上することとなりました。以上のことから、部

門全体の売上高は３億８千９百万円（前期比32.7%増）、セグメント損失は１千４百万円（前期は１千１

百万円のセグメント損失）となりました。 
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（不動産事業部門）

匿名組合出資契約の終了により不動産投資配当収入は大幅に減少したものの、賃貸部門におきまして

は、空室となっていた「自由が丘ビル」の１階および地下１階に優良なテナントを誘致することができ、

当該ビルがテナントビルとしてフル稼働することで収益に貢献できる体制が整いました。仲介・販売部

門につきましては、具体的な売上計上には至りませんでしたが、将来の営業網の構築に向け、今後も業界

の動向に注意しながら情報を収集し、営業活動のタイミングをはかってまいります。以上のことから、部

門全体の売上高は５億２千２百万円（前期比14.4%減）、セグメント利益は３億８百万円（前期比26.9%

減）となりました。 

　

（自動車教習事業部門）

少子化による免許取得対象年齢人口の減少や原油価格高騰等の厳しい経営環境に備えるべく、大型自

動二輪免許やけん引自動車免許等、取得可能な運転免許の種類を多く取り揃えて近隣の自動車教習所と

の差別化をはかり、また、普通自動車特別割引や教育訓練給付制度を利用した大型特殊自動車等の運転免

許取得促進キャンペーンを実施し、営業活動を強化してまいりました。その結果、部門全体の売上高は３

億５千５百万円（前期比2.4%増）、セグメント利益は５千９百万円（前期比33.4%増）となりました。 

　

（商事事業部門）

住宅関連資材の売上につきましては、震災からの復興需要や政府の経済政策による景況の活性化も一

部に感じられ、営業成績は概ね堅調に推移したしました。外部に経営委託している東京都新宿区のタピオ

カ入りソフトドリンク販売店は、新宿駅前という好立地と若い女性を中心とした顧客層の支持により、引

き続き堅調な営業成績を収めてはいるものの、消費者の嗜好の変化等もあり、若干の縮小傾向で推移いた

しました。その結果、部門全体の売上高は２億７百万円（前期比3.0%減）、セグメント利益は２千２百万

円（前期比2.4%減）となりました。 

　

（その他）

主として、マクミラン・アリスの版権収入や自販機手数料等でありますが、全体として売上高は２千５

百万円（前期比4.0%減）、セグメント利益は９百万円（前期比12.4%減）となりました。

　

※　スポーツ・レジャー事業は、営業中止中であります。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資

産の取得や敷金の差入による資金の減少要因はあったものの、当期純利益の計上や新規の長期借入を

行ったこと等により資金が増加し、11億１千万円（前期比19.9％増）となりました。 

　内訳といたしましては、営業活動において２億２百万円の資金を得て、投資活動において１億４千３百

万円の資金を使用し、財務活動において１億２千４百万円の資金を得た結果、資金残高は前連結会計年度

末より１億８千４百万円増加いたしました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉

営業活動の結果得られた資金は２億２百万円（前期比5.7%減）となりました。 

　主な内訳は税金等調整前当期純利益７千万円、減価償却費７千４百万円、仕入債務の増加２千１百万円

等があったことによるものであります。 

　

〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉

投資活動の結果使用した資金は１億４千３百万円（前期に得られた資金は５億５千２百万円）となり

ました。 

　これは主に有形固定資産の取得による支出９千９百万円、敷金の差入による支出４千１百万円等があっ

たことによるものであります。 

　

〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉

財務活動の結果得られた資金は１億２千４百万円（前期に使用した資金は３億１千１百万円）となり

ました。 

　これは長期借入れによる収入４億５千万円があったことに対し、長期借入金の返済による支出３億１千

５百万円等があったことによるものであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社はサービス業及び不動産賃貸・販売業を中心に業態を形成しており、受注・生産形式の営業活動は

行っておりません。また、販売の状況については、「１　業績等の概要(1)業績」におけるセグメント業績の

売上高の記載に示した通りであります。

また、セグメント別に販売の内訳について示すと、下記の通りであります。

　

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自　平成23年４月１日 （自　平成24年４月１日

至　平成24年３月31日） 至　平成25年３月31日）

セグメント 販売の内訳
販売高（千

円）

構成比

(%)

セグメ

ント内 販売高（千

円）

構成比

(%)

セグメ

ント内

構成比

(%)

構成比

(%)

　 入場料売上 259,181　 88.3 348,184　 89.4

映画興行事業 売店売上等 34,361　 11.7 41,475　 10.6

　 計 293,54319.7100.0 389,65926.0100.0

　
不動産賃貸等

売上(※1,2)
610,236　 100.0 522,522　 100.0

不動産事業
不動産販売売

上
― 　 ― ― 　 ―

　 計 610,23640.9100.0 522,52234.8100.0

　 教習指導売上 346,220　 99.8 354,387　 99.8

自動車教習事業 自販機売上等 709　 0.2 750　 0.2

　 計 346,92923.3100.0 355,13723.7100.0

　
飲食店舗の委

託経営
157,034　 73.2 152,330　 73.3

商事事業
住宅資材卸売

等
57,351　 26.8 55,553　 26.7

　 計 214,38514.4100.0 207,88313.8100.0

その他 版権料収入等 26,0761.7 ― 25,0381.7 ―

　 合計 1,491,171100.0　 1,500,241100.0　

※１　不動産賃貸等売上のうち、不動産投資に係る売上は下記の通りであります。

前連結会計年度 165,207千円

当連結会計年度 20,812千円

※２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社高島屋 221,592 14.9 221,592 14.8

※３　スポーツ・レジャー事業は、営業中止中であります。
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３ 【対処すべき課題】

繰越損失の解消（当連結会計年度末現在の利益剰余金のマイナスは３億円）が、前連結会計年度から

引き続いての当社グループの課題でありますが、映画興行事業、不動産事業、自動車教習事業といった現

在の収益基盤の中核となる事業部門の安定化とさらなる発展に向けて、より柔軟な経営戦略を立案し、将

来の経営環境の変化に柔軟に対応できる堅実な経営基盤を再構築することが早期の繰越損失の解消には

欠かせないことであると考えております。 

具体的には、映画興行事業部門は、新宿地区に５スクリーンの上映能力を有効に活用し、シネコンとは

一線を画した番組編成により、魅力ある作品を多く紹介していくことはもちろん、上映作品に関連したイ

ベントの開催や館内ディスプレイにも工夫を凝らすなど、「常に面白いことをやっている映画館」とし

ての認知度をさらに高めてまいります。また、従業員のサービス意識の向上や売店にて取り扱うフードメ

ニューにも個性的な商品を取り入れ、より魅力のある劇場空間作りを行ってまいります。

不動産事業部門は、賃貸物件の資産価値向上に努め、安定した収益の確保を今後も目指していくととも

に、仲介・販売業務については、業界の動向に細心の注意を払いながら、今後も取引の機会を検討してま

いります。なお、一部遊休不動産（旧甲府武蔵野シネマ・ファイブ土地建物）につきましては、売却もし

くは賃貸を基本方針に、引き続き活用施策を検討しております。

自動車教習事業部門は、多様な種類の運転免許を取得できる自動車教習所としての特色をよりＰＲし

確立することで、競合する自動車教習所との差別化をはかり、また、教習指導員のサービスの向上や送迎

ルートの充実など、教習生の皆様に喜ばれる経営施策を今後も多く打ち出してまいります。 

商事事業部門は、外部へ経営委託している軽飲食店については、安定した顧客層よりの支持をさらに高

めてまいります。また、住宅関連資材の販売部門は、景気の動向を鑑みながら、引き続きパートナー企業と

連携して収益性の向上に向けて努力してまいります。

以上のように、各事業部門において諸施策を実施することにより、対処すべき課題の早期解決に向け

て、全力をあげて取り組んでまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

　
①　財政状態及び収益力の課題

当連結会計年度は、一部賃貸用不動産の優良テナント誘致や新しいミニシアターの開設等、将来の経営

基盤の安定と映画興行事業の充実に向けて施策を講じ、７千３百万円の当期連結純利益を計上いたしま

したが、利益剰余金のマイナスは３億円となっております。株主の皆様の期待に応えるべく、いち早く復

配に向けて繰越損失を解消することが何よりの経営課題でありますが、当社グループの既存事業の現段

階における収益力を鑑みて判断するに、繰越損失の一掃にはいましばらくの時間がかかるものと考えて

おります。繰越損失の早期解消に向けて、今一度経営課題を精査し、あらためて収益力の向上に努めてま

いります。 

　

②　経営環境の変化、特定の取引先等への依存等

（映画興行事業）

映画興行事業は上映する作品の集客力により興行成績が大きく左右されます。快適に映画鑑賞してい

ただける劇場空間を提供することが当社の責務であるとともに、当社の劇場規模や雰囲気に見合い、かつ

集客力の高い作品を継続的に上映し続けることが興行成績の安定的な維持には不可欠であります。それ

だけ作品への依存度は高く、その選択によっては収益の減少につながるリスクが存在しております。

映画ファンの嗜好も多様化している現在、当社のような単館系の劇場におきましては、シネコンとの差

別化をはかりながらの上映作品の選定はより難しさを増しているといえます。そのため、作品のジャンル

にとらわれることなく、劇場の立地・特性も考えに入れ、選択可能な作品の中から、より集客力の見込め

る作品をいかに選択していくかが番組編成の大きなテーマとなっております。 

一方、近隣シネコンとの競合やミニシアター向け作品のヒット作不足、また、設備の維持管理に要する

コストの増大も映画館経営に対する大きなリスクとなっており、また、自然災害の発生により営業継続が

困難になるケースや、停電等の影響による営業の自粛、さらにはインフルエンザ等の流行またはその兆候

が顕著となった場合、集客が激減する可能性も考えられます。 
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（不動産事業）

当社の収益の大きな柱である不動産賃貸部門は、各賃貸物件の借主様が安定的継続的に入居していた

だけることが収益力持続の前提となっておりますが、その前提条件が困難な状況となった場合、収益力の

継続にリスクが生じるおそれがあります。 

　また、賃貸物件の瑕疵、老朽化による収益力の低下、さらには地震等の自然災害や、予期せぬ事故等によ

り損害が発生することも考えられ、当社の経営に大きな影響を与える可能性があります。

（自動車教習事業）

自動車運転免許の新規取得者は、１８歳～２０歳代の若年層人口が大半を占めておりますが、今後統計

的に若年層人口は減少の傾向にあります。若年層人口の減少は運転免許取得者の減少に直結するため、売

上は業界全体として減少の傾向にあります。そのため当社では、大型免許や自動二輪免許、けん引免許な

ど、自動車普通免許のほかにも多様な運転免許を取得できる体制を整えており、また、送迎ルートの充実

や高齢者教習にも力を入れ、当該リスクに対処しております。

　一方、教習所内外における交通事故に起因する賠償責任をはじめとするあらゆるリスク、景況や中東情

勢、自然災害の影響等、社会情勢の変化により原油価格が高騰し燃料費が増加するリスクも常に認識して

いく必要があります。

　

③不採算事業からの撤退等の事業再編による影響

将来において当社グループを取り巻く経営環境に変化が生じた場合、不採算事業からの撤退や関係会

社の整理をはじめとしたリストラ等、事業再編を行う可能性がありますが、その場合、事業所閉鎖に係る

特別損失の発生等、係る事業再編が当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は株式会社リサ・パートナーズ（以下「リサ・パートナーズ」）との間で、平成17年５月27日に開催

した取締役会での決議を経て、資本提携について基本合意書を締結しております。具体的な内容については、

次の通りです。

　

１．資本提携の目的

リサ・パートナーズとの関係強化及び相互の発展を主要な目的とするものであります。

　

　 ２．資本提携先の概要　　（平成24年12月19日現在）

名称 株式会社リサ・パートナーズ

本店所在地 東京都港区赤坂一丁目11番44号

代表者 田中　敏明

設立年月日 1998年7月2日

資本金 100百万円

事業の内容 不動産・金融関連業

　

３．資本提携の概要

当社の連結子会社が所有していた当社株式を、平成17年５月27日付でリサ・パートナーズに譲渡いたしま

した。

　平成25年３月31日現在、リサ・パートナーズは当社株式を1,526千株保有しております。詳しくは、「第４ 

提出会社の状況　１ 株式等の状況　(7) 大株主の状況」をご参照ください。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　
（１）重要な会計方針及び見積り

　　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。この連結財務諸表の作成に当たって、資産・負債の報告金額及び報告期間における収益・

費用の報告金額を継続的かつ適正に評価するために、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々

な方法に基づき、また予測し有る偶発事象の影響値等も加味しながら、いくつかの重要な見積りおよび判断

・評価を行っております。しかしながら、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果がこれらの見積り

と異なる場合があります。

ここでは当社グループの重要な会計方針のうち、判断、見積もりによる評価が重要と認識される項目につ

いて説明をいたします。

①繰延税金資産

　　将来減算一時差異の回収可能性を検討し、回収可能性が低いと判断されるものについては評価性引当金を

計上して、適正な計上額を見積っております。当連結会計年度におきましては、連結子会社である㈱寄居武

蔵野自動車教習所において翌期の課税所得発生が見込まれるため、その見込額に応じた繰延税金資産を回

収可能であるものと判断し、計上しております。

　　②貸倒引当金

　　過年度（３ヶ年）の貸倒実績に基づき、一般債権の貸倒引当率を連結0.387％としております。また、一部の

債権については個別評価によっており、相手先の財政状態等、回収可能性を充分に検討したうえで、引当額

の見積りを行っております。

③土地

　　ａ．再評価に係る繰延税金負債及び土地再評価差額金

　　当社が保有する土地は、全般的に取得時より相当の年月が経過しているものが多く、時価との乖離が重要な

金額であったことから、相場と照らし合わせて適正な価格で評価をし直すことが望ましいものと考え、平成

１２年３月期に土地の再評価をいたしました。再評価の方法につきましては、「第５　経理の状況　１　連結

財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関係）」をご参照ください。

　　ｂ.減損損失

　　毎期首に、各資産のグルーピングに基づいた減損の兆候を確認し、兆候有りと判断したものについては、将

来キャッシュ・フローの見積もり等の方法により、減損損失の認識（判定）、減損損失の測定を行っており

ますが、当期におきましては、減損損失を認識した資産グループはありませんでした。
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（２）　当連結会計年度の経営成績の分析

　　①連結貸借対照表関係

（流動資産の部）

　「現金及び預金」が１億８千４百万円増加しております。これは主に、営業活動および財務活動（長期

借入）によるキャッシュ・フローの増加であります。また、流動資産の「その他」が２千３百万円減少し

ておりますが、当該科目に計上していた源泉所得税還付見込額の還付（主として匿名組合出資の投資配

当に係るもの）が実現したことによる減少であります。以上のことから流動資産全体としては、１億６千

万円増加（前期比15.1%増）しております。

　 （固定資産の部）

　　有形固定資産につきましては、「建物及び構築物」の増加３千４百万円、「リース資産」の増加５千９百

万円等により、９千３百万円増加（前期比2.1%増）しております。主な増加の理由は、映画館「シネマカ

リテ」開設によるものであります。無形固定資産につきましては主として減価償却により４百万円減少

（前期比5.1%減）しております。投資その他の資産につきましては、映画館「シネマカリテ」の差入敷金

増加による「敷金及び保証金」の増加４千１百万円等により、４千９百万円増加（前期比14.2%増）して

おります。以上のことから固定資産全体としては、１億３千８百万円増加（前期比2.8%増）しておりま

す。

　 （流動負債の部）

　　　映画料等の買掛金の増加による「支払手形及び買掛金」の増加２千１百万円、一年以内返済予定長期借入

金の減少による「短期借入金」の減少９千５百万円、また、リース債務の増加１千１百万円、未払金の増

加等による「その他」の増加２千５百万円があったことにより、流動負債全体としては、３千８百万円減

少（前期比7.2%減）しております。

　 （固定負債の部）

　　　新規借入による「長期借入金」の増加２億２千９百万円、退職金の支給等による「退職給付引当金」の減

少２千４百万円、自由が丘ビルテナント入居に係る「長期預り敷金」の増加１千万円、リース債務の増加

４千６百万円があったことにより、固定負債全体としては、２億６千２百万円増加（前期比10.5%増）し

ております。

　 （純資産の部）

　　　当期純利益７千３百万円の計上により「利益剰余金」のマイナスが減少し、純資産全体としては、７千４

百万円増加（前期比2.6%増）しております。
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　　②連結損益計算書関係

　（売上高及び営業利益）

政府の経済政策により消費マインドは改善が期待され、個人消費も緩やかに持ち直しの基調を見せ始

めていると思われますが、映画興行事業は業界全体のスクリーン数が減少に転じており、また、不動産事

業は金利上昇の懸念もある等、引き続き景況の見極めには注意が必要であるものと思われます。そうした

状況のなか、当連結会計年度におきましては、映画興行事業部門においては、新しくミニシアター「シネ

マカリテ」をオープンしたことで映画上映能力の拡大をはかり、また不動産事業部門においては、空室で

あった「自由が丘ビル」の１階および地下１階に優良なテナントを誘致し、テナントビルとしての営業

能力を高めることができました。なお、不動産投資配当収入につきましては、匿名組合出資契約の終了に

より当連結会計年度には前連結会計年度と比べ大幅に減額しており、当社グループの営業利益以下の前

期比減少の主な理由となっております。自動車教習事業部門は多様な教習メニューを取り揃えることに

より、堅調な営業成績の維持に努めました。

　その結果、当連結会計年度の「売上高」は15億円（前期比0.6%増）、「営業利益」は１億１千６百万円

（前期比43.0%減）となりました。

　（経常利益）

　　　持分法による投資利益５百万円、支払利息１千６百万円等により、「経常利益」は１億６百万円（前期比

48.3%減）となりました。

　（当期純利益）

主に自由が丘ビルに係る固定資産除却損１千４百万円、連結子会社における土壌浄化費用２千１百万

円の発生等により、当連結会計年度の「当期純利益」は７千３百万円（前期比62.2%減）となりました。

　
　　③連結キャッシュ・フロー計算書関係

　　　「営業活動によるキャッシュ・フロー」につきましては、当期純利益の計上に加えて、減価償却費や仕入

債務の増加等により、２億２百万円（前期比5.7%減）となりました。「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」は、シネマカリテの有形固定資産取得による支出や敷金の差入等により、マイナス１億４千３百万

円（前期に得た資金は５億５千２百万円）となり、「財務活動によるキャッシュ・フロー」は長期借入

れによる収入等により１億２千４百万円（前期はマイナス３億１千１百万円）となりました。

　それにより、「現金及び現金同等物の期末残高」は11億１万円（前年同期比19.9%増）となりました。
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（３） 経営成績に重要な影響を与える要因について

　　　映画興行事業は作品の持つ話題性や集客力次第で営業成績が大きく左右される特性があり、経営成績に重

要な影響を与えるひとつの要因といえます。映画制作者や配給会社、興行会社、またマスコミといった業

界全体が協力し、ヒット作品を数多く世に出していくことで経営成績によりよい影響を及ぼしていける

よう、今後も努力してまいります。

　　　不動産事業につきましては、安定した収益が見込める不動産賃貸業が柱となっており、グループ全体の事

業基盤を下支えするうえで重要な役割を担っております。安定した経営基盤を維持していくためには、経

営環境に充分留意し、所有不動産の資産価値を高めていく経営努力が必要であると考えております。

　　　自動車教習事業におきましては、若年層の人口減少や自動車への関心の低下による売上への影響が今後も

予想されるため、大型特殊車をはじめとする多様な教習メニューのＰＲと送迎網の充実、また地域との信

頼関係を深める努力を怠らず、収益性の維持に努めてまいります。

　

（４）経営戦略の現状と見通し

当社は「社会に健全な娯楽を提供すること」を主要な事業目的としており、その役割を現在担ってい

るのが映画興行事業であると考えております。しかしながら、映画興行事業は個人の消費活動や嗜好の動

向、上映作品の持つ集客力、流行等に大きな影響を受ける事業であるため、収益的には常時安定的に会社

の業績に貢献できる事業とは言い難い側面があります。今後はそういった映画興行事業の不確定要素を

独自の番組編成やサービスの充実で補いながら、収益の確保に向けて経営戦略を随時練り直していくの

はもちろんですが、こうした事業を継続的に運営していくには、会社の経営基盤の安定が不可欠であり、

そのためには、所有不動産等の有効活用、すなわち不動産賃貸事業を中心とした不動産事業で確実に収益

を生み出せる経営体質を維持継続していくことが最重要と考えております。 

　今後も当社では、不動産を中心とした資産の有効活用を最重要経営戦略と位置づけ、主要な事業目的で

ある「社会に健全な娯楽を提供すること」を安定的に継続していくために、堅実な資産活用による経営

基盤の充実を心がけてまいります。 
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（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　 ①流動性の管理方針

映画興行や不動産賃貸が事業の主軸である当社は、現金または銀行振込による売上入金の比率が高いた

め、売上債権の回収については概ね効率が良いものと考えております。したがって毎日の入金管理に重点

を置くことはもちろん、売掛債権等が発生する場合においては、その相手先の状態に気を配り、また信用調

査を行うなど、営業部門と経理部門双方からのリスク管理を徹底しております。

　 ②短期的な債務の状況

当社グループの総資産のうち、流動負債の構成比は8.0%となりました。前年同期の9.1%に比べ若干減少

しておりますが、これは主に短期借入金が減少したことによるものであります。今後も財務基盤の安定性

を保つために、短期的な債務の管理には細心の注意をはらってまいります。

③ファイナンス及び資本の財源

資本市場における資金の調達は平成元年以降行っておりません。現在は主に金融機関からの借入金によ

り資金調達を行っております。また当社は繰越損失の解消が急務であり、キャッシュ・フロー経営を徹底

させることにより自己資本の増強に努めることが第一と考えております。

　

　（６）経営者の問題認識と今後の方針について

繰越損失の解消（当連結会計年度末現在の利益剰余金のマイナスは３億円）を最重要経営課題と認識

し、いち早く復配を実現するよう、既存事業の安定化はもとより、さらなる成長に向けての取組を常に意

識しながら、業務執行にあたってまいります。

具体的には、映画興行事業においては、東京都新宿地区におけるスクリーン数を「新宿武蔵野館」「シ

ネマカリテ」２館の合計５スクリーンとしたことで、良質な作品の上映機会を増やし、より機動的で柔軟

性のある番組編成を実現して顧客にＰＲして行きたい所存です。なお、旧甲府武蔵野シネマ・ファイブ土

地建物の有効活用につきましては、当面の経営課題となっておりますが、情報の収集を綿密に行い、売却

もしくは賃貸を基本方針に活動を行っております。

今後も、不動産事業部門を経営の主軸に据え、看板事業である映画興行事業部門や自動車教習事業部門

の活性化に努め、当面の課題であり目標である繰越損失の解消に経営の全力を傾注してまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、映画興行事業、不動産事業、自動車教習事業のいずれにおいても、保有資産の活用や施

設の保全、またリニューアルといったことが集客力や収益力の維持と向上のために不可欠であり、各事業を

取り巻く経営環境に見合った効果的な設備投資を行うことは、会社の重要課題のひとつであります。当連結

会計年度においては、施設改修・増強等のほかに、新たに開設した映画館「シネマカリテ」に係る設備投資

を行い、その総額は１億６千６百万円となりました。

各セグメント別の主な設備投資状況につきましては、映画興行事業においては、「シネマカリテ」の内装

設備工事等の建物附属設備等６千６百万円、映写設備等のリース資産６千７百万円、不動産事業部門におい

ては、自由が丘ビル改修工事に係る建物および建物附属設備２千７百万円であります。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年3月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース資
産

合計

大宮ビル
(埼玉県さいたま
市大宮区)

不動産
事業

テナント
ビル

190,026― 1,558,481
(1,043)

―  ― 1,748,507― ※１

新宿武蔵野館
(東京都新宿区新

宿)

映画興行
事業

映画館 26,5112,809― 35030,92860,600
6
(11)

※２

シネマカリテ　　　
(東京都新宿区新

宿)

映画興行
事業

映画館 58,346― ― 3,54553,171115,062
3
(7)

※３

甲府４Ｅビル
(山梨県甲府市中

央)

不動産
事業

映画館 57,591―
23,490
(1,066)

― ― 81,082― ※４
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(2) 国内子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年3月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装
置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器
具及び
備品

合計

㈱寄居武蔵野
自動車教習所

寄居武蔵野自動
車教習所

（埼玉県大里郡
寄居町）

自動車
教習事業

自動車
教習

92,2912,39831,617(1,403)3,832130,140
24
(20)

―

自由ヶ丘土地
興業㈱

自由が丘ミュー
ビル

(東京目黒区自由
が丘)

不動産
事業

テナン
トビル

162,499― ― 0 162,499― ※５

　

(注) １　※１　大宮ビルは全館㈱高島屋に賃貸しております。

２　※２　新宿武蔵野館は東京都新宿区の武蔵野ビルにテナントとして入居しております。

３　※３　シネマカリテは東京都新宿区の野和ビルにテナントとして入居しております。

４　※４　甲府4Eビルは共同所有ビルで、全体の土地面積は3,971㎡であります。なお、建物は映画館仕様であ

りますが、平成23年３月31日に営業休止しております。

５　※５　自由ヶ丘土地興業㈱所有のミュービル（地下１階地上３階）は、全フロア（延床面積1,787㎡）を

提出会社がテナントに賃貸しており、平成25年3月期の賃貸収入は84,993千円であります。

　　 ６　　　　従業員数の(外書)内は臨時従業員数を示しております。

　　 ７　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

　　　　 　　　　　　(1) 国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名
称

設備の内容
台数
(台)

年間リース料
(千円)

リース契約
残高(千円)

㈱寄居武蔵野
自動車教習所

寄居武蔵野自
動車教習所
（埼玉県大里
郡寄居町）

自動車教習事
業

一般教習車両 24 7,992 3,360

　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　当連結会計年度末におきまして、重要な設備の新設等の計画はありません。

　
(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、当連結会計年度末におきまして、重要な設備の除却等の計

画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,500,00010,500,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 10,500,00010,500,000― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年６月28日 ― 10,500,000 ― 1,004,500△541,206 ―

(注)　損失処理による資本準備金の取り崩し
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(6) 【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 5 33 3 ― 1,9541,996 ―

所有株式数
(単元)

― 380 11 2,429 11 ― 7,61010,44159,000

所有株式数
の割合(％)

― 3.64 0.11 23.26 0.11 ― 72.88100.00 ―

(注) 自己株式30,767株は、「個人その他」に30単元、「単元未満株式の状況」に767含まれています。
　

　

(7) 【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

河野義勝 東京都渋谷区 3,478 33.13

株式会社リサ・パートナーズ 東京都港区赤坂一丁目11番44号 1,526 14.53

河野優子 東京都渋谷区 824 7.85

有限会社エムワン・インベスト
メンツ

東京都港区赤坂一丁目11番44号 479 4.56

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町1丁目1－5
(東京都中央区晴海1丁目8－12
晴海アイランドトリトンスクエア オフィス
タワーＺ棟)

380 3.61

株式会社小泉 東京都杉並区荻窪4丁目32-5 303 2.88

佐藤ミカ 東京都渋谷区 63 0.60

穂本繁久 東京都杉並区 38 0.36

河野勝樹 東京都渋谷区 32 0.31

清水紀子 東京都杉並区 26 0.25

計 　 7,153 68.13

　(注)上記のほか当社所有の自己株式30千株(0.29%)があります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

30,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,411,000
10,411 ―

単元未満株式
普通株式

59,000
― ―

発行済株式総数 10,500,000― ―

総株主の議決権 ― 10,411 ―

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式767株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
武蔵野興業株式会社

東京都新宿区新宿
3－27－10

30,000 ― 30,000 0.29

計 ― 30,000 ― 30,000 0.29

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　　　 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 809 102
　 　 　

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 30,767 ― 30,767 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は創業以来、株主の皆様への利益還元を最優先課題とする一方で、経営体質の強化と将来の事業展

開に向けた一定の内部留保も重要であるものと考え、業績に応じて両者のバランスに考慮した利益配分

を心がけてまいりました。 

　平成25年3月期におきましては、空室のあったテナントビルに優良なテナントを誘致しフル稼働できる

体制を整えたことに加え、新宿地区に新しくミニシアター「シネマカリテ」をオープンさせ、映画上映能

力の向上をはかってまいりました。その結果、当期連結純利益は７千３百万円を計上することができ、連

結ベースでの利益剰余金のマイナスは３億円となりました。今後もまた、不動産賃貸事業を基盤に、看板

事業である映画興行事業の収益性向上に注力し、景気の動向に鑑みながら新たな事業展開の可能性にも

関心を寄せてまいりますが、繰越損失全額の解消まではいましばらくの時間を要するため、当期及び次期

の配当につきましては無配の見込みであります。今後も将来の利益配分に向けて繰越損失の解消に経営

の全力を傾注してまいります。 

　なお、毎事業年度における配当の回数につきましては、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針

としており、中間配当の決定機関は取締役会、期末配当の決定機関は株主総会であります。

　また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第138期 第139期 第140期 第141期 第142期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 255 222 200 142 196

最低(円) 170 165 97 111 119

(注)　株価は、東京証券取引所市場第２部によります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高(円) 134 138 145 163 165 196

最低(円) 127 130 133 140 154 164

(注)　株価は、東京証券取引所市場第２部によります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

　 河　野　義　勝 昭和33年４月３日生

昭和61年８月 当社入社

平成24
年6月
から2
年

3,478

昭和63年６月 当社取締役就任

平成２年６月 当社常務取締役就任

平成４年６月 当社専務取締役就任

平成16年９月 当社取締役副社長就任

平成17年６月 当社代表取締役社長就任(現)

常務取締役
営業担当兼内
部統制担当

河　野　優　子 昭和36年９月17日生

平成21年４月 当社顧問
平成25
年6月
から2
年

824

平成21年６月 当社取締役就任

平成21年11月 当社常務取締役就任 (現)

平成22年５月 当社営業担当就任 (現)

平成23年５月 当社内部統制担当就任 (現)

取締役 総務部長 仲　村　正　憲 昭和35年２月10日生

昭和58年４月 当社入社 平成25
年6月
から2
年

1平成20年３月 当社総務部長（現）

平成23年６月 当社取締役就任 (現)

取締役 　 長　坂　紘　司 昭和18年５月29日生

昭和58年３月 ㈱小泉代表取締役副社長就任 平成25
年6月
から2
年

13平成４年３月 ㈱小泉代表取締役社長就任（現）

平成17年６月 当社取締役就任（現）

取締役 　 三　村　　　篤 昭和44年７月23日生

平成22年４月 ㈱アースウィンド・アドバイザー

ズ代表取締役就任（現）

平成25
年6月
から2
年

―

平成25年６月 当社取締役就任（現）

常勤監査役 　 谷　口　　　均 昭和29年１月１日生

昭和52年４月 当社入社

平成23
年6月
から4
年

4

昭和63年５月 当社経理部長

平成元年６月 当社取締役就任

平成５年６月 当社常務取締役就任

平成21年４月 当社経理部担当就任

平成23年６月 当社常勤監査役就任（現)

監査役 　 小　木　郁　哉 昭和９年４月15日生

昭和41年４月 東京弁護士会弁護士登録 平成24
年6月
から4
年

1
昭和57年８月 当社監査役就任(現)

監査役 　 宇　野　昭　秀 昭和46年１月24日生

平成９年１月 公認会計士登録
平成25
年6月
から2
年

―

平成24年３月 税理士法人宇野会計、㈱パート

ナーズＵＮＯ入社(現)

平成24年６月 税理士登録

平成25年６月 当社監査役就任(現)

計 4,325

(注) １　常務取締役河野優子は、代表取締役社長河野義勝の配偶者であります。
　　 ２　取締役の長坂紘司及び三村　篤は、社外取締役であります。

３　監査役の小木郁哉及び宇野昭秀は、社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

有価証券報告書提出日現在、当社のコーポレート・ガバナンスの状況については、下記の通りであります。
　
（コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方）
企業としての社会的信頼に応え、企業倫理・法令順守の基本姿勢を明確にするため、以下に掲げた基本姿勢
に十分留意した内部統制システムの整備・構築を行い、順法経営を徹底します。
１．法令および定款に適合した取締役・全職員の職務執行の徹底
２．ステークホルダーの権利に配慮した経営方針等の整備
３．リスク管理に対する取締役・全職員の意識向上と社内体制の整備
４．取締役等の選任、報酬、監査報酬等の決定に対する公正性・妥当性の確立
５．当社企業グループ各社における企業倫理・法令遵守姿勢の確立と相互連携および監視
６．監査役・会計監査人の独立性および潤滑な職務執行に係る体制の確立
　
（ア）　企業統治の体制
①企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由
　
　

　（企業統治図）
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　（ガバナンス体制の選択の理由）

　　当社は監査役設置会社であります。当社は監査役を設置し、当社出身の経理的な知見を有する常勤監査役と
経営・法律的知見を有する社外監査役が、内部統制担当役員、内部監査部門である監査室等および独立した
立場から当社業務を監督する社外取締役と連携する監査体制が、会社の意思決定の適正性を保全し、経営規
模に見合った企業統治を行うに十分な体制であると判断し、監査役設置会社形態を採用しております。
　（現状の体制の概要）
　・取締役会
　　取締役会（取締役5名、うち社外取締役2名、有価証券報告書提出日現在）は平成25年3月期は9回開催してお
り、法令で定められた事項や会社の意思決定に関する重要な事項について、適法性・合理性に鑑みながら慎
重な討議を行っております。社外取締役は、企業経営者としての豊富な知見を持つ方であり、客観的な立場
から当社の業務執行の監督、また経営に関する助言や指導等の役割を果たしております。取締役候補者の選
定や報酬の内容の決定については、取締役会の決議により決定しております。
　・監査役会
　　監査役会（監査役3名、うち社外監査役2名、有価証券報告書提出日現在）は平成25年3月期は7回開催してお
り、各監査役は各自の監査意見および監査室からの報告内容を吟味し、また会計監査人とも連携を取り見解
の調整を行うほかに、取締役会や社内の重要な会議に出席して、社内の意思決定方法や議題の内容・議事の
進行についても、適宜、監査役の立場からの意見提議を行っております。
　・監査役の機能強化に係る取組状況
　　監査役会は常勤監査役1名、社外監査役2名の合計3名で構成されております。各監査役それぞれが異なった
分野で専門的な知識・見識を有している者を選任することでその役割の機能強化を図っております。常勤
監査役は当社の経理部長および常務取締役経理部担当の経験があり、企業財務・会計に対する十分な知見
を有しております。社外監査役2名は弁護士と公認会計士・税理士であり、それぞれが独立した立場で法律
や企業会計に携わっている専門家であるため、会社の経営に対し、客観的かつ公正な立場での的確な助言・
提言をしていただけるものと判断し、社外監査役に選任しております。なお、「（イ）内部監査および監査
役監査」についても併せてご参照ください。

　・執行役員制度

　　業務執行体制強化のために執行役員制度を導入しております。本制度導入の目的は、業務に精通した人材を
執行役員に登用し、特定の業務執行を委ねることにより、経営環境の変化に対するより機動的かつ効率的な
業務執行を目指すものであります。有価証券報告書提出日現在、執行役員の数は2名であります。なお執行役
員は、取締役会からの要請があれば取締役会に出席し、業務執行状況等の報告を行うことがあります。
　・監査室
　　監査室は、執行役員である経理部長（主査）、監査室直属の従業員、またオブザーバーとして業務監視にあ
たる常勤監査役の3名を主要なメンバーとし、内部監査の強化を目的として監査役会と連携を取りながら活
動しております。監査室では執行役員である経理部長（主査）1名と、主として経理部主任をはじめとする
経理部員等3名で構成された「監査プロジェクト」を組織し、年2回程度の連結子会社を含めた内部監査を
行い、秩序ある社内体制の維持と従業員のコンプライアンス意識の向上を目標に活動しております。その監
査結果は報告書としてまとめられ、必要に応じて再監査を行うなどの十分な状況把握の後、内部統制担当役
員、監査役会、取締役会に報告されます。
　・内部統制プロジェクト
　　金融商品取引法の求める内部統制報告制度に準拠した内部統制評価体制の構築およびその継続的維持と、
内部統制の構築・評価を通じた業務効率の改善を目的として、「内部統制プロジェクト」を立ち上げ、代表
取締役社長直轄の独立した組織として位置づけております。具体的には、内部統制担当取締役を責任者と
し、各部門に内部統制の自己評価に係る担当者を1名以上設け、それらを代表取締役社長が統括しておりま
す。また、「内部統制プロジェクト」の直属組織として、重要な経営リスクの管理等を目的とした「リスク
管理・コンプライアンス推進室」を設けております。各部門の内部統制担当者は、自己の部門の内部統制評
価体制の構築のほかに他の部門の内部統制運用状況の評価を相互に行っております。また、必要に応じて監
査室や監査役会と連携を取り、内部統制評価に関する意見交換を行っております。
　・会計監査人
　　会計監査人につきましては、平成25年3月期は八重洲監査法人と監査契約をしております。なお、「（カ）会
計監査の状況」についても併せてご参照ください。
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※　1.社外取締役との責任限定契約の締結について

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間において、会社法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額

としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務

の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

　　2.社外監査役との責任限定契約の締結について

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外監査役との間において、会社法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額

としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務

の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

　　3.会計監査人との責任限定契約の締結について

当社は、会社法第427条第１項に基づき、会計監査人との間において、会社法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額

としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該会計監査人が責任の原因となった職務

の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

　

　②内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

以下に掲げた内部統制システムおよびリスク管理体制の構築と整備・運用をはかっております。

　
Ⅰ　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適性を確保す

るための体制

　

（Ａ）取締役・使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ａ．企業としての社会的信頼に応え、企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確にするため、全取締役・使用

人を対象とした行動指針としてコンプライアンス指針を定め、周知徹底する。

ｂ．コンプライアンス担当役員を置き、内部統制を推進する組織を設置するとともに、リスク管理体制と

コンプライアンス体制を構築し運用を行う。

ｃ．取締役および使用人に対するコンプライアンスの研修を実施するとともに、コンプライアンスの強化

および企業倫理の浸透をはかる。

ｄ．法令・諸規則および規程に反する行為等を早期に発見し是正することを目的とする社内報告体制と

して、社外の弁護士、社内担当者等を直接の情報受領者とする内部通報システムを構築し、その運用を

行う。

ｅ．金融商品取引法および関係諸法令との適合性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方

針」を制定し、財務報告の信頼性と適正性を得るための社内体制を整備する。

　

（Ｂ）取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程等の社内規程を整備し、適切に保存および管

理を行う。

　
（Ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．内部統制を推進する組織のもとに、リスク管理を統括する部門を置き、リスク管理体制を構築し、その

運用を行う。

ｂ．各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行い、リスク管理を統括する部門へ定期的に

リスク管理の状況を報告し、連携をはかる。

ｃ．取締役および使用人に対するリスク管理の研修を実施するとともに、リスク管理の強化をはかる。
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（Ｄ）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基本として定例取締役会およ

び臨時取締役会の開催を位置づけ、重要事項に関して迅速に的確な意思決定を行う。

ｂ．取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程等において、それぞれの責任者およびそ

の責任と執行手続の詳細について定める。

　
（Ｅ）当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

ａ．当社企業グループ各社における業務の適正を確保するため、コンプライアンス指針を定め、グループ

全体のコンプライアンス体制を構築する。

ｂ．子会社等の関係会社を管理する担当部署を置き、子会社の状況に応じて必要な管理を行う。リスクを

管理する部門は、グループ全体のリスクの評価および管理の体制を適切に構築し、運用する。

　
（Ｆ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制お

よび取締役からの独立性に関する事項

ａ．監査役会が監査役の業務を補助すべき使用人の設置を求めた場合、取締役は速やかに監査スタッフを

設置する。

ｂ．監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役等の指揮命令を受け

ないものとする。監査スタッフの任命・解任・人事異動については、監査役会の事前の同意を必要と

する。

　
（Ｇ）取締役および使用人が監査役に報告するための体制およびその他監査役の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制

ａ．取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生しまたは発生する恐れがあるとき、違

法または不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたとき

は、監査役会に報告する。

　　また、監査役はいつでも必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求めることができる。

ｂ．監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議

等に出席し、必要に応じて取締役および使用人にその説明を求めることとする。また、代表取締役と適

宜意見交換を行い、意思の疎通をはかる。
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（Ｈ）反社会的勢力を排除するための体制

ａ．当社は、「武蔵野興業グループコンプライアンス行動指針」において反社会的勢力および団体との不

適切な一切の関係を排除し関係法規の趣旨に反する行為は行わない旨を明記し、全従業員にその周知

徹底をはかる。

ｂ．当社は、反社会的勢力との助長取引を排除し、経営活動への関与および被害を防止する体制を整備す

る。

ｃ．当社は、総務部を統括部署として不当要求防止責任者を設置し、社内研修をを行うと共に、公益社団法

人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加盟し、反社会的勢力の動向に係る情報を収集するととも

に、弁護士、警察等と連携して適切に組織的な対応をはかる。

　

Ⅱ　株式会社の支配に関する基本方針

　
　買収防衛策は導入しておりませんが、買収防衛に関しては、企業価値と株主共同の利益を確保し向上させる

ことが原則と考えており、平時より株主動向等の把握と情報の収集を的確に行うとともに、役職員に対し情報

管理の徹底をはかっております。

　
Ⅲ　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　
　「Ⅰ　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適性を確保

するための体制　（Ｈ）反社会的勢力を排除するための体制」に記載した通りであります。

　

　上記に掲げた体制の整備のもと、取締役会が全社の職務執行につき経営監視を統括するとともに、監査役

会・監査室は独立した立場で内部監査を実施いたします。同時に、弁護士、税理士等の顧問契約を締結して

いる外部有識者より経営や内部統制システムについての助言・提言を受け、加えて会計監査人からの法定

監査と株主総会の開催により、株主の利益重視と企業倫理順守の経営方針を再確認しております。

　また、監査室を中心に、各部門ごとの業務プロセスに係る整備・運用状況の点検を行い、併せて取締役会

や監査役会が主催するリスクマネジメントについての研修を適宜行ってまいります。

　当社では、報告・連絡・相談といった基本的なコミュニケーションの徹底をはかり、風通しのよいシンプ

ルな組織作りを目指すことで、結果、全社的なコンプライアンス意識の向上と内部統制システム・リスク

管理体制の構築に意義のある整備ができるものと考えております。
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（イ）内部監査および監査役監査

　①人員および手続

　監査室は主として内部監査業務を執り行い、社内のコンプライアンスに対する意識向上を目的として組織

されました。監査にあたっては、監査室直属の組織である「監査プロジェクト」が業務を担当しています。

監査室は執行役員である経理部長（主査）、監査室直属の従業員およびオブザーバーとして常勤監査役の

３名で運営しております。「監査プロジェクト」は、主査１名と、主として経理部主任をはじめとする経理

部員等３名で構成され、年２回程度各部門および連結子会社に赴き、内部監査を実施しております。監査結

果は報告書としてまとめられ、その後、監査室内で報告書をもとに状況の確認がなされ、必要に応じて再監

査を行うなど充分な状況把握をした後、監査役会、取締役会に報告されます。

　　監査役会は常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名で構成され、取締役の業務遂行について監査しており

ます。監査役は定例の監査役会で、各自の監査意見および監査室からの報告内容等を吟味し見解の調整を行

うほかに、取締役会や社内の重要な会議に出席して、社内の意思決定方法や議題の内容・議事の進行につい

ても監査し、適宜、監査役としての意見の提議を行っております。また、常勤監査役谷口均氏は、当社内の経

理部門での経験（経理担当役員及び経理部長職）を有し、財務および会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。

　

　②内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係

　　内部監査部門（監査室）は監査結果を監査役会に報告するとともに、監査役会から適宜アドバイスを受け、

内部監査の品質向上をはかっております。監査役は内部監査部門の監査報告を十分検討し、状況によっては

内部監査に同行して状況把握に努めるとともに、内部統制プロジェクトと連携して問題点の指摘とその解

決策について助言を行っております。

　また、監査役は、当社の会計監査人である八重洲監査法人と定期的な情報・意見交換を行い、その監査意見

の適正性について監査結果の報告を受けるなどの方法で確認を取りながら、自らの監査を踏まえて会計監

査人の監査報告が相当であるかどうか判断しています。
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（ウ）社外取締役および社外監査役

　　　当社の社外取締役は２名であります。また、社外監査役は２名であります。

　

　①各社外取締役および社外監査役の提出会社との関係

　　・社外取締役　長坂紘司氏は、株式会社小泉の代表取締役社長であり、同社は平成25年３月31日現在、当社の

株式303千株（所有株式数の割合2.88%）を所有しております。当社は同社との間に製品供給（住宅関連資

材等販売）の取引関係がありますが、同社との取引は定型的な取引であり、同氏が直接利害関係を有するも

のではありません。また、人的関係、その他の利害関係につきましても、該当事項はありません。

　　・社外取締役　三村　篤氏は、株式会社アースウィンド・アドバイザーズの代表取締役であります。同社との

間には人的関係、資本的関係、その他の利害関係につきましても、該当事項はありません。

　　・社外監査役　小木郁哉氏は弁護士であり、重要な兼職先はなく、当社との人的関係、資本的関係、取引関係

その他の利害関係につきましても、該当事項はありません。なお、当社は同氏を株式会社東京証券取引所の

定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出ております。

　　・社外監査役　宇野昭秀氏は、公認会計士、税理士であり、税理士法人宇野会計および株式会社パートナズＵ

ＮＯの社員であります。両社との間には人的関係、資本関係、その他の利害関係につきましても、該当事項は

ありません。また、同氏はオータックス株式会社の社外監査役を兼務しておりますが、同社と当社との間に

は資本的関係および取引関係はなく、その他の利害関係につきましても、該当事項はありません。なお、当社

は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出ております。

　
　②社外取締役または社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能および役割

一般株主と利益相反することなく、客観的・中立的な立場で、取締役会の監督機能強化、経営に対する監

視、業務執行の適正さの保持、また、公正な助言提言等をその役割として期待するものであります。それらの

役割が機能することで、当社の法令遵守姿勢や財務報告の適正性にさらなる信頼性を担保してくれるもの

と考えております。

　

　③社外取締役または社外監査役の選任状況に対する提出会社の考え方

当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準および方針を定

めておりませんが、選任にあたっては、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを重視したうえ、客

観的・中立的な立場から経営監視を行うための経験・見識等を総合的に勘案し、また、東京証券取引所の独

立役員の独立性に関する判断基準を参考に選任を行っております。

・社外取締役　長坂紘司氏は、企業経営者としての豊富な経験により培われた経営全般に対する優れた見

識があり、一般株主の利益に相反しない立場で当社の経営の監督を行えることから、当社の社外取締役とし

て適任であります。

・社外取締役　三村　篤氏は、豊富なビジネス経験と幅広い見識があり、一般株主の利益に相反しない立場

で当社の経営の監督を行えることから、当社の社外取締役として適任であります。

・社外監査役　小木郁哉氏は、弁護士としての幅広い実績と見識を以て、企業の法令遵守の面からも当社

の経営に関して適切な監視を行えることから、当社の社外監査役として適任であります。また、東京証券取

引所が定める独立性の基準および開示加重要件への該当事項もなく、一般株主と利益相反することのない

独立性を有する当社の独立役員として適任であります。

・社外監査役　宇野昭秀氏は、公認会計士、税理士、経営コンサルタントとしての幅広い実績と専門的な知

識・経験等を以て、当社の経営に関して適切な監視を行えることから、当社の社外監査役として適任であり

ます。また、東京証券取引所が定める独立性の基準および開示加重要件への該当事項もなく、一般株主と利

益相反することのない独立性を有する当社の独立役員として適任であります。
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　④社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査および会計監査との

　相互連携ならびに内部統制部門との関係

社外取締役は、独立した立場で取締役会等に出席し、会社の意思決定方法や議題の内容、議事の進行等が

公正妥当なものであるか、また一般株主の利益に相反しないものであるかどうか判断し、取締役会の監督機

能の強化や経営監視を行うとともに、公正な助言提言を行っております。また、必要に応じて、内部監査部門

や監査役会、会計監査人、内部統制部門と連携し、取締役会で決定された会社の公正妥当な経営方針等が実

務に反映され、業務執行の適正さの保持がなされているか確認しております。

　社外監査役は、独立した立場で取締役会等に出席し、会社の意思決定方法や議題の内容、議事の進行等が公

正妥当なものであるか、また一般株主の利益に相反しないものであるかどうか監視するとともに、常勤監査

役や内部監査部門、会計監査人、内部統制部門と連携し、会社の運営が客観的に公正妥当な経営判断のもと

行われているか、監視をしております。

　

（エ） 役員の報酬等

①  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

59,675 59,675 ― ― ― 3

監査役
(社外監査役を除く。)

9,572 9,572 ― ― ― 1

社外役員 5,538 5,538 ― ― ― 3

　

②  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

③  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　　　　　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なものはありません。

　

④  役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を定めておりませんが、取締役会での決議により、世

間一般的な支給水準を勘案のうえ、それぞれの役員に求められる能力・責任に見合った報酬の額を

設定しております。また当社は現在、繰越損失が解消されていないことから、役員賞与や役員退職慰

労引当金繰入額を計上しておりませんが、将来においては業績や成果に連動して支給を検討する可

能性もあります。
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（オ）  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                       　 6銘柄

貸借対照表計上額の合計額  110,436千円

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目

的

　

（前事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

東急レクリエーション㈱ 2,500 1,200同業種につき協力関係維持のため

松竹㈱ 2,000 1,560同業種につき協力関係維持のため

㈱高島屋 2,000 1,374
重要な取引先であり協力関係維持
のため

㈱三越伊勢丹ホールディ
ングス

697 677
個人消費動向や株主総会の運営方
法等の参考とするため

　

（当事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

東急レクリエーション㈱ 2,500 1,290同業種につき協力関係維持のため

松竹㈱ 2,000 1,928同業種につき協力関係維持のため

㈱高島屋 2,000 1,872
重要な取引先であり協力関係維持
のため

㈱三越伊勢丹ホールディ
ングス

697 946
個人消費動向や株主総会の運営方
法等の参考とするため

　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

　　　　　保有目的が純投資目的である投資株式はありません。

　

（カ）  会計監査の状況

　当社は八重洲監査法人と監査契約をしております。

　①業務を執行した公認会計士

　武田勇蔵氏

　齋藤　勉氏

（上記両名とも継続監査年数が7年を超えないため、継続監査年数の記載は省略しています。）

 

　②監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士5名、その他1名であります。
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（キ）その他

①取締役の定数

    当社の取締役は11名以内とする旨を定款で定めております。

②取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めてお

ります。

③株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

ａ．当社は、自己株式の取得について、経営環境の変化に対応して経営の諸政策を柔軟かつ機動的に遂行

することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等に

より自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

ｂ．当社は、取締役及び監査役が、職務の遂行にあたって期待される役割を十分発揮することができるよ

う、会社法第426条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）の

損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めて

おります。

ｃ．当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準

日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

④株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における定足数を緩和することにより株主総会を円滑に運営することを目的として、会

社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２をもって行う旨を定款で定めております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 12,500 ― 12,500 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 12,500 ― 12,500 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査報酬の決定方針については特に定めはありませんが、監査契約締結時に会計監査人と監査日数

等について意見交換を行ったうえで双方合意のもと決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成

25年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の財務

諸表について、八重洲監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ

　加入し、有価証券報告書や四半期報告書の作成に関する各種セミナーへの参加や、機関誌および

　ホームページ等を閲覧し会計基準に関する情報の収集をはかっております。また、財団法人産業

　経理協会に加入し、会計制度に関する各種セミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 926,614 1,110,668

受取手形及び売掛金 51,754 46,556

たな卸資産 ※1
 1,131

※1
 1,180

繰延税金資産 － 5,272

その他 78,941 54,951

貸倒引当金 △230 △287

流動資産合計 1,058,212 1,218,342

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※4
 2,828,135

※4
 2,879,813

減価償却累計額 △2,229,286 △2,246,395

建物及び構築物（純額） 598,849 633,418

機械装置及び運搬具 75,484 75,621

減価償却累計額 △68,419 △70,350

機械装置及び運搬具（純額） 7,065 5,270

工具、器具及び備品 152,262 143,344

減価償却累計額 △121,906 △112,057

工具、器具及び備品（純額） 30,355 31,287

土地 ※3, ※4
 3,776,428

※3, ※4
 3,776,428

リース資産 25,704 93,214

減価償却累計額 △1,100 △9,114

リース資産（純額） 24,604 84,099

有形固定資産合計 4,437,302 4,530,504

無形固定資産

借地権 67,260 67,260

リース資産 4,755 2,853

その他 11,824 9,449

無形固定資産合計 83,839 79,562

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 291,371

※2
 298,760

長期貸付金 1,760 1,760

敷金及び保証金 25,540 66,924

その他 58,749 59,884

貸倒引当金 △28,536 △28,777

投資その他の資産合計 348,885 398,552

固定資産合計 4,870,028 5,008,619

資産合計 5,928,240 6,226,961
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 56,651 78,128

短期借入金 ※4
 312,650

※4
 217,063

リース債務 6,304 17,640

未払法人税等 4,649 3,833

賞与引当金 11,710 11,577

その他 146,899 171,963

流動負債合計 538,865 500,206

固定負債

長期借入金 ※4
 445,446

※4
 675,383

リース債務 23,055 69,311

退職給付引当金 149,377 124,553

役員退職慰労引当金 18,648 18,648

長期預り敷金 592,010 602,639

再評価に係る繰延税金負債 ※3
 1,259,617

※3
 1,259,617

その他 4,080 4,584

固定負債合計 2,492,234 2,754,737

負債合計 3,031,099 3,254,944

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,500 1,004,500

利益剰余金 △373,584 △300,526

自己株式 △7,259 △7,362

株主資本合計 623,655 696,611

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,177 742

土地再評価差額金 ※3
 2,274,663

※3
 2,274,663

その他の包括利益累計額合計 2,273,485 2,275,405

純資産合計 2,897,141 2,972,017

負債純資産合計 5,928,240 6,226,961
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 1,491,171 1,500,241

売上原価 651,202 759,635

売上総利益 839,969 740,605

販売費及び一般管理費 ※1
 635,811

※1
 624,270

営業利益 204,158 116,334

営業外収益

受取利息及び配当金 2,601 576

持分法による投資利益 19,553 5,433

貸倒引当金戻入額 7,525 －

その他 2,121 1,751

営業外収益合計 31,803 7,761

営業外費用

支払利息 28,360 16,121

その他 796 980

営業外費用合計 29,156 17,102

経常利益 206,804 106,993

特別利益

固定資産売却益 ※2
 11,710

※2
 －

特別利益合計 11,710 －

特別損失

固定資産売却損 ※3
 10,973

※3
 －

固定資産除却損 ※4
 5,163

※4
 14,006

減損損失 ※5
 5,229 －

土壌浄化費用 － ※6
 21,026

その他 ※7
 2,126

※7
 1,571

特別損失合計 23,492 36,603

税金等調整前当期純利益 195,023 70,390

法人税、住民税及び事業税 1,637 2,604

法人税等調整額 － △5,272

法人税等合計 1,637 △2,668

少数株主損益調整前当期純利益 193,386 73,058

当期純利益 193,386 73,058
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 193,386 73,058

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,024 1,920

土地再評価差額金 178,481 －

その他の包括利益合計 ※
 179,505

※
 1,920

包括利益 372,892 74,979

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 372,892 74,979
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,004,500 1,004,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,004,500 1,004,500

利益剰余金

当期首残高 △559,418 △373,584

当期変動額

当期純利益 193,386 73,058

土地再評価差額金の取崩 △7,553 －

当期変動額合計 185,833 73,058

当期末残高 △373,584 △300,526

自己株式

当期首残高 △7,088 △7,259

当期変動額

自己株式の取得 △171 △102

当期変動額合計 △171 △102

当期末残高 △7,259 △7,362

株主資本合計

当期首残高 437,993 623,655

当期変動額

当期純利益 193,386 73,058

土地再評価差額金の取崩 △7,553 －

自己株式の取得 △171 △102

当期変動額合計 185,662 72,955

当期末残高 623,655 696,611

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △2,202 △1,177

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,024 1,920

当期変動額合計 1,024 1,920

当期末残高 △1,177 742

土地再評価差額金

当期首残高 2,088,628 2,274,663

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

186,034 －

当期変動額合計 186,034 －

当期末残高 2,274,663 2,274,663

EDINET提出書類

武蔵野興業株式会社(E04591)

有価証券報告書

 45/112



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 2,086,426 2,273,485

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

187,058 1,920

当期変動額合計 187,058 1,920

当期末残高 2,273,485 2,275,405

純資産合計

当期首残高 2,524,419 2,897,141

当期変動額

当期純利益 193,386 73,058

土地再評価差額金の取崩 △7,553 －

自己株式の取得 △171 △102

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 187,058 1,920

当期変動額合計 372,721 74,876

当期末残高 2,897,141 2,972,017
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 195,023 70,390

減価償却費 68,399 74,804

減損損失 5,229 －

固定資産売却損益（△は益） △737 －

固定資産除却損 5,163 14,006

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,921 297

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,900 △24,823

受取利息及び受取配当金 △2,601 △576

支払利息 28,360 16,121

持分法による投資損益（△は益） △18,553 △5,433

売上債権の増減額（△は増加） △5,250 5,198

たな卸資産の増減額（△は増加） 146 △48

仕入債務の増減額（△は減少） △9,223 21,477

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,344 3,888

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 47,243 10,628

その他 △39,334 35,315

小計 242,696 221,245

利息及び配当金の受取額 2,601 576

利息の支払額 △27,385 △15,645

法人税等の支払額 △2,944 △3,420

営業活動によるキャッシュ・フロー 214,968 202,756

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △22,186 △99,319

有形固定資産の売却による収入 49,234 －

無形固定資産の取得による支出 △4,871 －

無形固定資産の売却による収入 819 －

出資金の回収による収入 417,127 1,396

貸付金の回収による収入 105,831 －

敷金の差入による支出 － △41,404

投資その他の資産の増減額（△は増加） 6,047 △3,705

投資活動によるキャッシュ・フロー 552,002 △143,033
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 110,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △418,747 △315,650

リース債務の返済による支出 △3,002 △9,916

自己株式の取得による支出 △171 △102

財務活動によるキャッシュ・フロー △311,920 124,331

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 455,050 184,054

現金及び現金同等物の期首残高 471,564 926,614

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 926,614

※
 1,110,668
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　

　
(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　３社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため、省略しており

ます。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社はありません。

    連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社１社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の関連会社数　２社

持分法適用の関連会社名

㈱野和ビル

㈱フラッグスビジョン

　(2) 持分法を適用していない非連結子会社のうち主要な会社の名称

持分法を適用していない非連結子会社のうち主要な会社はありません。

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社１社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

㈱寄居武蔵野

自動車教習所
１月31日

自由ヶ丘土地興業㈱ １月31日

上記の連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

②たな卸資産

・通常の販売目的で保有するたな卸資産

商品及び貯蔵品

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)

建物(建物附属設備を除く)

定額法によっております。

その他の有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、主な耐用年数については次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　８～41年

　機械装置及び運搬具　６～11年

　工具、器具及び備品　３～10年

　

(会計方針の変更)

　　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、

当該変更による損益に与える影響は軽微であります。

　

②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

　

③リース資産(所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産)

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。
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　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

　

②賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

　

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務（当連結会計年度末時点

の自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法）に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

　

④役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく当連結会計年度末における

基準額を計上しております。

　

　(4) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ

ヘッジ対象

　借入金の利息

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日における有効性の評価を省略して

おります。
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　(5) のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。

　

　(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許資金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。

　

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　
(表示方法の変更)

　　(連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めていた「リース債務」は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結貸借対照表において、流動負債の「その他」に表示していた153,203千円は、「リース債

務」6,304千円、「その他」146,899千円として組み替えております。

また、前連結会計年度において、固定負債の「その他」に含めていた「リース債務」は、金額的重要性が

増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結貸借対照表において、固定負債の「その他」に表示していた27,135千円は、

「リース債務」23,055千円、「その他」4,080千円として組み替えております。
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(連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

商品 693千円 798千円

貯蔵品 438千円 381千円

合計 1,131千円 1,180千円

　

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

投資有価証券 174,833千円 180,267千円

　

※３　土地の再評価の適用

「土地の再評価に関する法律」(平成10年法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律」(平成11年法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日、公布政令第119号)第２条第４号に定める、地価

税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方

法により算出しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地
の期末における時価
と再評価後の帳簿価
額との差額

再評価を行った土地の期末に
おける時価が再評価後の帳簿
価額を上回っているため記載
しておりません。

　

※４　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

建物及び構築物 431,830千円 409,382千円

土地 3,710,173千円 3,710,173千円

合計 4,142,003千円 4,119,556千円

担保付債務は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

長期借入金 538,259千円 742,525千円

(うち１年以内返済予定の長期借入金 242,734千円 187,614千円)
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　５　偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入に対し保証をしております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

㈱野和ビル 454,000千円 506,000千円

　

(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

給料及び手当 199,829千円 193,664千円

役員報酬 102,907千円 106,385千円

賞与引当金繰入額 9,317千円 6,511千円

減価償却費 22,506千円 21,559千円

地代家賃 96,630千円 96,524千円

退職給付費用 6,946千円 6,196千円

　

※２　前連結会計年度における固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
  至 平成25年３月31日)

土地 11,710千円 ―

合計 11,710千円 ―

　

※３　前連結会計年度における固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
  至 平成25年３月31日)

建物及び構築物 9,995千円 ―

土地 977千円 ―

合計 10,973千円 ―

　

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 ― 10,255千円

機械装置及び運搬具 ― 8千円

工具、器具及び備品 4,404千円 3,741千円

無形固定資産「その他」 758千円 ―

合計 5,163千円 14,006千円
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※５　減損損失

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

名称及び場所 用途 種類 減損損失額(千円)

山梨県甲府市所在土地 遊休資産 土地 5,229

　①資産のグルーピングの方法

　当社グループは減損損失を認識するにあたり、個々の事業所及び賃貸資産をキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、また、遊休資産については個別物件単位によりグルーピングしております。本社資

産につきましては共用資産としてグルーピングしております。

　②減損損失の認識に至った経緯

　不動産価額の著しい下落により、将来キャッシュ・フローの予測値が帳簿価額を下回っていたため、減

損損失として認識するに至りました。 

 ③回収可能価額の算定方法

　正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額を合理的に調整して算出しております。

　

※６　当連結会計年度における土壌浄化費用は、連結子会社において所有していた土地の土壌汚染に係　　　　　　

　　

　　る除去費用であります。

　
※７　特別損失の「その他」の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

ゴルフ会員権評価損 ― 1,571千円

映写設備撤去費用 1,286千円 ―

その他 840千円 ―

合計 2,126千円 1,571千円

　

　

(連結包括利益計算書関係)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

　当期発生額 1,024千円 2,332千円

　組替調整額 　　　－ －

　　税効果調整前 1,024千円 2,332千円

　　税効果額 － 　　　　△411千円

　　その他有価証券評価差額金 1,024千円 1,920千円

土地再評価差額金 　 　

　当期発生額 － 　　　－

　組替調整額 － 　　　－

　　税効果調整前 － 　　　－

　　税効果額 178,481千円 　　　－

　　土地再評価差額金 178,481千円 　　　－

          その他の包括利益合計 179,505千円 1,920千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,500,000 ― ― 10,500,000
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 28,565 1,393 ― 29,958
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 1,393株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,500,000 ― ― 10,500,000
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,958 809 ― 30,767
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 809株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

次へ
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金勘定 926,614千円 1,110,668千円

現金及び現金同等物 926,614千円 1,110,668千円

　

※２　重要な非資金取引の内容

　　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、次のとおりであります。

　　当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額　　67,509千円

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　（借主側）

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　前連結会計年度(平成24年３月31日)

　 　
機械装置及
び運搬具
(千円)

　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　 53,190　 1,674　 54,864

減価償却累
計額相当額 　 47,974　 1,542　 49,516

期末残高
相当額 　 5,215　 131　 5,347

　

　　　当連結会計年度(平成25年３月31日)

　 　
機械装置及
び運搬具
(千円)

　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　 ―　 ―　 ―

減価償却累
計額相当額 　 ―　 ―　 ―

期末残高
相当額 　 ―　 ―　 ―

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しています。

　

　　②　未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内 5,347千円 ―

１年超 ― ―

合計 5,347千円 ―

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しています。
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　　③　支払リース料及び減価償却費相当額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 10,719千円 5,347千円

減価償却費相当額 10,719千円 5,347千円

　

　　④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　

　　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　（借主側）

　　①リース資産の内容

　　　・有形固定資産

主として映画興行事業関連における映写機器（機械装置及び運搬具）、空調機器（機械装置及び運搬

具）、自動発券機器（機械装置及び運搬具）であります。

　　　・無形固定資産

　　　会計システム（ソフトウェア）であります。

　　②リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。
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(金融商品関係)

　
１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に映画館、自動車教習所等の設備の維持管理および新たな設備投資計画に照らし

て、また通常の運転資金として、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。資金運用については主

に短期的な預金等により運用し、銀行等金融機関からの借入により調達しております。デリバティブは、

後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に

取引先企業や同業他社等、業務に関連する株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。借入金およびファイナンス・リース

取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達または通常の運転資金として調達をしたも

のであり、償還日は決算日後、最長で８年３ヶ月後（前連結会計年度は９年３ヶ月後）であります。この

うち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引(金利スワッ

プ取引)を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、一部の長期借入金の支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引（金利固定化）

を目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ

方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている

「重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、経理規程に定められた「債権・債務の管理」に関する条項に沿って、営業債権について、各

事業部門における管理責任者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。連結子会社についても、当社の経理規程に準じて、同様の管理を行っております。

投資有価証券は、取引先企業や同業他社等、業務に関連した信頼関係の強い相手先に関連する株式が

主であり、経理規程に定められた「資金調達運用」に関する条項に沿って管理しており、信用リスクに

つきましても僅少かつ早期に見極めが可能と考えております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表

価額により表わされています。
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②  市場リスクの管理

当社は、一部長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また取引先企

業との関係を勘案して保有体制の合理性を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、経理規程に定められた「資金調達運用」に関する条項に従って、執行

・管理しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性を売上高の3/4相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを

示すものではありません。

　
(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち52.6％（前連結会計年度は54.3％）が特定の大口顧客

に対するものであります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

　
前連結会計年度（平成24年３月31日）

　　(単位：千円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 926,614 926,614 ―

(2) 受取手形及び売掛金 51,754 51,754 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

   その他有価証券 11,637 11,637 ―

資産計 990,006 990,006 ―

(1) 買掛金 56,651 56,651 ―

(2) 長期借入金 758,096 756,598 △1,497

(3) リース債務 29,359 28,917 △442

負債計 844,106 842,166 △1,940

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　　(単位：千円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 1,110,668 1,110,668 ―

(2) 受取手形及び売掛金 46,556 46,556 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

   その他有価証券 13,593 13,593 ―

資産計 1,170,818 1,170,818 ―

(1) 買掛金 78,128 78,128 ―

(2) 長期借入金 892,446 904,087 11,641

(3) リース債務 86,952 85,879 △1,073

負債計 1,057,527 1,068,095 10,568
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、ならびに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　
(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。

　
負  債

(1) 買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　
(2) 長期借入金　(3)リース債務

これらの時価については主に、将来キャッシュ・フローに信用リスクを織り込み、リスクフリーレート

（国債利回りの利率）で割り引いて算定する方法によっております。なお、一部の借入金の時価について

は、金利スワップの特例処理の対象とされていることから、当該金利スワップと一体として処理された将

来キャッシュ・フローに信用リスクを織り込み、リスクフリーレート（国債利回りの利率）で割り引い

て算定する方法によっております。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　　　　　(単位：千円)

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

非上場株式及び匿名組合出資金
　※1

279,733 285,167

長期預り敷金 592,010 602,639

保証債務　※2 ― ―

※1 平成25年3月31日現在、匿名組合出資金はありません。

※2 保証債務の額は、前連結会計年度末454,000千円、当連結会計年度末506,000千円であります。

　

非上場株式及び匿名組合出資金は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券　その他有価証券」には

含めておりません。また、「長期預り敷金」「保証債務」についても、諸般の取引条件を勘案した結果、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、時価についての記載を行っておりません。
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(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
　　前連結会計年度（平成24年３月31日）

(単位：千円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 926,614 ― ― ―

受取手形及び売掛金 51,754 ― ― ―

合計 978,369 ― ― ―

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

(単位：千円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,110,668 ― ― ―

受取手形及び売掛金 46,556 ― ― ―

合計 1,157,225 ― ― ―

　
(注４)長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

(単位：千円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 312,650133,663127,920119,16314,880 49,820

リース債務 6,304 6,304 5,353 11,397 ― ―

合計 318,954139,967133,273130,56014,880 49,820

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

(単位：千円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 217,063209,520200,76396,480 93,480 75,140

リース債務 17,640 16,689 27,790 9,446 8,945 6,440

合計 234,703226,209228,553105,926102,42581,580
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(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 2,051 1,679 372

小計 2,051 1,679 372

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 2,760 3,484 △724

投資信託 6,826 7,652 △826

小計 9,586 11,136 △1,550

合計 11,637 12,815 △1,177

　

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 4,746 3,487 1,258

投資信託 7,556 7,275 280

小計 12,303 10,763 1,539

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 1,290 1,675 △385

小計 1,290 1,675 △385

合計 13,593 12,439 1,154

　
２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

連結会計年度中に売却したその他有価証券はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

連結会計年度中に売却したその他有価証券はありません。
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(デリバティブ取引関係)

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 　金利関連

　前連結会計年度(平成24年３月31日)

　(単位：千円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

　 　 　

  支払固定・
  受取変動

99,000 ― (注)

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

　当連結会計年度(平成25年３月31日)

　(単位：千円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

　 　 　

  支払固定・
  受取変動

300,000 240,000(注)

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

　(1) 退職給付債務 △149,377千円 △124,553千円

　(2) 退職給付引当金 △149,377千円 △124,553千円

　

３　退職給付費用に関する事項
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
　 至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　(1) 勤務費用 8,159千円 7,916千円

　

　

(注)　当社及び連結子会社は、退職給付規程に定められた従業員の数がいずれも300人未満であり、またグループ全体と

しても300人に満たないため、簡便法による期末自己都合要支給額の100％を退職給付債務としております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 税務上の繰越欠損金 312,007千円 260,294千円

　 貸倒に係る損失 79,221千円 22,683千円

　 その他の投資評価損 112,410千円 111,070千円

　 減損損失 88,175千円 84,160千円

　 退職給付引当金 52,064千円 44,390千円

　 投資有価証券評価損 49,666千円 49,666千円

　 固定資産除却損 33,568千円 ―

　
清算予定子会社の投
資に係る税効果

― 26,502千円

　 賞与引当金 4,451千円 4,400千円

　 その他 13,277千円 15,945千円

　 繰延税金資産計 744,842千円 619,113千円

　 評価性引当額 △744,842千円 △613,840千円

繰延税金資産合計 　 ― 5,272千円

　 　 　 　

繰延税金負債
その他有価証券評価
差額金

― 411千円

繰延税金資産の純額 　 ― 4,861千円

　 　 　 　

再評価に係る
繰延税金負債

事業用土地
再評価差額

1,259,617千円 1,259,617千円

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.69％ 38.01％

（調整） 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.80〃 7.69〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項
目

△0.23〃 △0.29〃

住民税均等割等 0.65〃 3.70〃

持分法による投資損益 △4.08〃 △2.93〃

繰越欠損金の期限切れ ― 〃 169.92〃

連結子会社清算に伴う影響 ― 〃 △37.65〃

復興特別法人税分の税率差異 ― 〃 2.94〃

評価性引当額の増減 △38.48〃 △186.11〃

その他 △0.51〃 0.92〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.84％ △3.79％

　
(企業結合等関係)

　　該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

１　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

２　連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社グループは、建物賃貸借契約に基づき使用する建物等について、退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、連結貸借対照表に計上しているものを除き、当該債務に関連する資産の使用期間が明

確でなく、現在のところ移転・退去等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もること

ができず、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

(賃貸等不動産関係)

当社グループでは、主に東京都及び埼玉県において、賃貸用の商業テナントビル（土地を含む。）や商業

テナントビルに供している敷地等を所有しております。

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

　 　 (単位：千円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 3,975,877 4,235,564

期中増減額 259,687 △7,315

期末残高 4,235,564 4,228,248

期末時価 5,288,933 6,425,087

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２  期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加は、自由が丘ビル建物、構築物および借地権227,385千円、甲府

４Ｅビル土地および建物87,112千円によるものであり、主な減少は、早稲田マンション土地建物39,633千円、

減価償却費35,458千円によるものであります。

当連結会計年度の主な増加は、自由が丘ビル建物27,508千円によるものであり、主な減少は、自由が丘ビル建

物1,383千円、減価償却費33,440千円によるものであります。

３  期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行

ったものを含む。)であります。

　

また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。

　 　 (単位：千円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

賃貸収益 411,237 467,092

賃貸費用 202,354 159,843

差額 208,883 307,248

その他損益 △5,229 △10,255

（注）１　賃貸収益および賃貸費用は、不動産賃貸収入とこれに対する費用（減価償却費、修繕費、水道光熱費、

　  管理費、租税公課等）であります。

 ２　前連結会計年度のその他損益は減損損失であり、特別損失に計上されております。

 　　当連結会計年度のその他損益は固定資産除却損であり、特別損失に計上されております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　
１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

　当社は、本社に各事業部門を統括する営業本部を置き、各事業部門はそれぞれの責任者のもとに包括的

な戦略を立案し、国内に限定して事業活動を展開しております。 

　従って当社は、営業本部を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「映画興行事業」「ス

ポーツ・レジャー事業」「不動産事業」「自動車教習事業」「商事事業」からなる５部門を報告セグメ

ントとしております。 

　「映画興行事業」は映画興行及び映画館売店等の運営を行っております。「スポーツ・レジャー事業」

は現在営業中止中であります。「不動産事業」は不動産の賃貸及び販売、また不動産投資業を行っており

ます。「自動車教習事業」は自動車教習所の運営を行っております。「商事事業」は住宅資材の販売代理

及び飲食店等の委託経営を行っております。

 

※　「スポーツ・レジャー事業」につきましては、平成23年３月31日をもって「コナミスポーツ

　　クラブ自由が丘」を閉鎖して以降、営業中止中であります。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

事業セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値であります。セグメント間の内部売上高又は振

替高は、市場実勢価格に基づいております。

　(事業セグメントの利益又は損失の算定方法の変更)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　なお、当該変更による損益に与える影響は軽微であります。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他(注) 合計
映画興行事
業

スポーツ・
レジャー事
業

不動産事業
自動車教習
事業

商事事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上
高

293,543 ― 610,236346,929214,3851,465,09426,0761,491,171

  セグメント間の内
部売上高又は振替高

― ― 70,416 ― ― 70,416 ― 70,416

計 293,543 ― 680,652346,929214,3851,535,51126,0761,561,588

セグメント利益又は損
失(△)

△11,515△9,869422,41444,84523,543469,41810,276479,695

セグメント資産 85,067 ― 4,250,122318,93445,3464,699,4703,5404,703,010

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 10,595 ― 35,30316,707 ― 62,606 695 63,302

減損損失 ― ― 5,229 ― ― 5,229 ― 5,229

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

27,141 ― 5,051 8,032 ― 40,225 471 40,697

(注) １．「その他」の区分は主として版権収入や自販機手数料等であり、報告セグメントに含まれな

　　　　　い事業セグメントであります。
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当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他(注) 合計
映画興行事
業

スポーツ・
レジャー事
業

不動産事業
自動車教習
事業

商事事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上
高

389,659 ― 522,522355,137207,8831,475,20325,0381,500,241

  セグメント間の内
部売上高又は振替高

― ― 70,416 ― ― 70,416 ― 70,416

計 389,659 ― 592,938355,137207,8831,545,61925,0381,570,657

セグメント利益又は損
失(△)

△14,015 ― 308,86159,80622,983377,6359,000386,636

セグメント資産 248,943 ― 4,236,575361,57636,2094,883,3042,6034,885,908

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 18,994 ― 34,28516,638 ― 69,919 673 70,592

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

134,080 ― 27,7504,997 ― 166,828 ― 166,828

(注) １．「その他」の区分は主として版権収入や自販機手数料等であり、報告セグメントに含まれな

　　　　　い事業セグメントであります。
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４　報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項)

　
(単位：千円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,535,511 1,545,619

「その他」の区分の売上高 26,076 25,038

セグメント間取引消去 △70,416 △70,416

連結財務諸表の売上高 1,491,171 1,500,241

　
(単位：千円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 469,418 377,635

「その他」の区分の利益 10,276 9,000

セグメント間取引消去 766 74

全社費用(注) △276,303 △270,376

連結財務諸表の営業利益 204,158 116,334

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　
(単位：千円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,699,470 4,883,304

「その他」の区分の資産 3,540 2,603

全社資産(注) 1,225,230 1,341,053

連結財務諸表の資産合計 5,928,240 6,226,961

(注)  全社資産の主なものは、余資運用資金（現預金等）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等

であります。

　
(単位：千円)

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 62,60669,919 695 673 5,0974,21168,39974,804

減損損失 5,229 ― ― ― ― ― 5,229 ―

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

40,225166,828471 ― ― ― 40,697166,828

(注)  調整額は報告セグメントに帰属しない全社費用または全社資産に係るものであります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱高島屋 221,592不動産事業

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱高島屋 221,592不動産事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連
会社

(株)野和ビル
東京都
新宿区

20,000ビル賃貸業
(所有）
直接50.0

敷地の賃貸
役員の兼任

敷地の賃貸

 
債務保証

155,028

 
454,000

長期預り
敷金
前受金
―

411,300
 

12,919
―

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．期末残高、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．債務保証につきましては金融機関よりの借入金に対して債務保証を行ったものであり、

　　　　　　保証料の受領はしておりません。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連
会社

(株)野和ビル
東京都
新宿区

20,000ビル賃貸業
(所有）
直接50.0

敷地の賃貸
役員の兼任

敷地の賃貸

 
債務保証

155,028

 
506,000

長期預り
敷金
前受金
―

411,300
 

12,919
―

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．期末残高、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．債務保証につきましては金融機関よりの借入金に対して債務保証を行ったものであり、

　　　　　　保証料の受領はしておりません。

　

EDINET提出書類

武蔵野興業株式会社(E04591)

有価証券報告書

 74/112



　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 (株)甲西商事
山梨県甲
府市

10,000
貴金属・雑
貨販売

（所有）
間接100.0

役員の兼任
債権放棄
貸付資金の
回収

114,376
 
    123

― ―

子会社 (有)平安物産
東京都新
宿区

30,000
室内装飾品
販売

なし 役員の兼任
債権放棄
貸付資金の
回収

252,847
 
  4,827

― ―

子会社
(有)エム・プ
ラザ

東京都新
宿区

5,000
美術工芸品
リース販売

なし 役員の兼任
債権放棄
貸付資金の
回収

155,609
 
  3,000

― ―

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　　 ・（有）平安物産、（有）エム・プラザは、取締役の全員を提出会社の取締役または使用人　　　　　

　　　　　であった者が兼任しているため、提出会社が実質的に支配していると認められる会社であ　　

　　　　　ります。

　　　２．取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．㈱甲西商事、㈲平安物産、㈲エム・プラザの各社は、平成24年３月31日までに、いずれも

　　　清算結了しております。

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　　該当事項はありません。
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(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の

被所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

 役員 河野義勝 ― ―
当社
代表取締役
社長

直接33.2 ―

貸付資金の
回収
 
受取利息
 
銀行借入に
対する債務
被保証

 

56,928
 

1,141

 
 

558,336

 

―

 
 
―

―

 
 
―

 役員 河野優子 ― ―
当社
常務取締役

直接7.9 ―
貸付資金の
回収
受取利息

37,952
 

761
― ―

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　３．当社は銀行借入に対して、代表取締役社長河野義勝より債務保証を受けており、取引金

　　　　　　額は期末時点での被保証残高であります。なお、保証料の支払いは行っておりません。

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の

被所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

 役員 河野義勝 ― ―
当社
代表取締役
社長

直接33.2 ―
銀行借入に
対する債務
被保証

742,726― ―

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　３．当社は銀行借入に対して、代表取締役社長河野義勝より債務保証を受けており、取引金

　　　　　　額は期末時点での被保証残高であります。なお、保証料の支払いは行っておりません。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

重要な関連会社は（株）野和ビルであり、その要約財務情報は以下のとおりであります。

　
前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 （単位：千円）

流動資産合計 270,990

固定資産合計 1,703,766

　 　

流動負債合計 82,384

固定負債合計 1,592,783

　 　

純資産合計 299,588

　 　

売上高 576,595

税引前当期純利益 63,383

当期純利益 38,759

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　 （単位：千円）

流動資産合計 284,983

固定資産合計 1,652,089

　 　

流動負債合計 48,225

固定負債合計 1,564,497

　 　

純資産合計 324,349

　 　

売上高 540,685

税引前当期純利益 35,009

当期純利益 24,760
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 276.71円 283.88円

１株当たり当期純利益金額 18.47円 6.98円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

― ―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

     ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益(千円) 193,386 73,058

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(千円) 193,386 73,058

  普通株式の期中平均株式数(株) 10,470,313 10,469,392

　

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,897,141 2,972,017

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,897,141 2,972,017

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

10,470,042 10,469,233

　

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 　― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 312,650 217,063 2.01% ―

１年以内に返済予定のリース債務 6,304 17,640 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

445,446 675,383 2.01%
平成28年２月～

平成33年６月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

23,055 69,311 ―
平成26年９月～

平成31年12月

その他の有利子負債 ― ― ― 　　　　―

合計 787,455 979,398 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務及びその他の有利子負債については、計上方法を利息相当額を認識しない簡便処理によっているた

め、「平均利率」を記載しておりません。

３　長期借入金、リース債務（１年以内返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下

のとおりであります。
　

　
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 209,520 200,763 96,480 93,480

リース債務 16,689 27,790 9,446 8,945

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当

連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しておりま

す。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 386,649 744,222 1,090,317 1,500,241

税金等調整前四
半期(当期)純利
益金額

(千円) 43,940 36,095 47,890 70,390

四半期(当期)純
利益金額

(千円) 43,637 35,465 46,959 73,058

１株当たり四半
期(当期)純利益
金額

(円) 4.17 3.39 4.49 6.98

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半
期純利益金額又
は１株当たり四
半期純損失金額
(△)

(円) 4.17 △0.78 1.10 2.49
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 716,562 887,509

受取手形 21,669 17,446

売掛金 30,085 28,531

たな卸資産 ※1
 838

※1
 930

前払費用 29,294 32,354

その他 56,663 29,396

貸倒引当金 △20 △148

流動資産合計 855,092 996,021

固定資産

有形固定資産

建物 ※4
 1,718,325

※4
 1,768,638

減価償却累計額 △1,384,721 △1,390,179

建物（純額） 333,604 378,459

構築物 2,000 121

減価償却累計額 △2,000 △121

構築物（純額） 0 0

機械及び装置 6,644 6,644

減価償却累計額 △2,639 △3,835

機械及び装置（純額） 4,005 2,809

車両運搬具 5,640 5,640

減価償却累計額 △5,312 △5,577

車両運搬具（純額） 327 62

工具、器具及び備品 126,258 117,906

減価償却累計額 △99,627 △90,451

工具、器具及び備品（純額） 26,631 27,455

土地 ※3, ※4
 3,740,829

※3, ※4
 3,740,829

リース資産 25,704 93,214

減価償却累計額 △1,100 △9,114

リース資産（純額） 24,604 84,099

有形固定資産合計 4,130,001 4,233,715

無形固定資産

借地権 13,460 13,460

商標権 2,331 1,598

ソフトウエア 354 209

リース資産 4,755 2,853

電話加入権 4,007 4,007

無形固定資産合計 24,908 22,128
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 116,037 117,993

関係会社株式 64,500 64,500

関係会社長期貸付金 271,679 238,679

敷金及び保証金 ※2
 602,120

※2
 643,504

その他 54,888 58,613

貸倒引当金 △180,984 △181,225

投資損失引当金 △34,500 △34,500

投資その他の資産合計 893,740 907,565

固定資産合計 5,048,650 5,163,409

資産合計 5,903,743 6,159,431

負債の部

流動負債

買掛金 50,407 72,427

1年内返済予定の長期借入金 ※4
 309,650

※4
 214,063

リース債務 6,304 17,640

未払金 26,844 35,672

未払法人税等 3,962 3,549

未払費用 8,688 10,873

前受金 40,716 45,209

預り金 8,187 11,878

賞与引当金 8,198 8,531

流動負債合計 462,958 419,846

固定負債

長期借入金 ※4
 421,446

※4
 654,383

リース債務 23,055 69,311

退職給付引当金 20,445 23,552

役員退職慰労引当金 18,648 18,648

資産除去債務 4,080 4,173

長期預り敷金 ※2
 592,010

※2
 602,639

繰延税金負債 － 411

再評価に係る繰延税金負債 ※3
 1,259,617

※3
 1,259,617

固定負債合計 2,339,302 2,632,736

負債合計 2,802,260 3,052,582
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,500 1,004,500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △169,243 △165,695

利益剰余金合計 △169,243 △165,695

自己株式 △7,259 △7,362

株主資本合計 827,997 831,442

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,177 742

土地再評価差額金 ※3
 2,274,663

※3
 2,274,663

評価・換算差額等合計 2,273,485 2,275,405

純資産合計 3,101,482 3,106,848

負債純資産合計 5,903,743 6,159,431
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高

映画興行事業売上高 ※2
 293,543

※2
 389,659

スポーツ・レジャー事業売上高 － －

不動産事業売上高 ※1
 613,587

※1
 526,073

その他の事業売上高 ※2
 87,871

※2
 84,580

売上高合計 995,002 1,000,313

売上原価

映画興行事業売上原価 ※2
 305,059

※1, ※2
 403,675

スポーツ・レジャー事業売上原価 ※2
 9,869 －

不動産事業売上原価 ※1
 184,823

※1
 210,902

その他の事業売上原価 ※2
 78,232

※2
 75,711

売上原価合計 577,984 690,289

売上総利益 417,017 310,023

販売費及び一般管理費

役員報酬 74,107 74,785

給料及び手当 34,264 32,483

租税公課 5,993 3,861

賞与引当金繰入額 2,259 3,466

地代家賃 62,327 62,327

法定福利費 14,901 12,561

支払手数料 28,290 26,045

減価償却費 5,793 4,884

交際費 4,118 5,241

その他 44,247 44,719

販売費及び一般管理費合計 276,303 270,376

営業利益 140,714 39,647

営業外収益

受取利息 ※1
 11,488

※1
 7,972

受取配当金 1,746 494

その他 2,002 1,419

営業外収益合計 15,237 9,886

営業外費用

支払利息 27,196 15,623

その他 645 865

営業外費用合計 27,842 16,488

経常利益 128,109 33,045

特別利益

貸倒引当金戻入額 ※3
 50,590 －

特別利益合計 50,590 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

特別損失

固定資産売却損 ※4
 10,973

※4
 －

固定資産除却損 ※5
 4,252

※5
 13,207

関係会社株式評価損 69,724 －

減損損失 ※6
 5,229 －

子会社清算損 － ※7
 14,000

その他 ※8
 2,126

※8
 －

特別損失合計 92,305 27,207

税引前当期純利益 86,393 5,837

法人税、住民税及び事業税 950 2,290

法人税等調整額 － －

法人税等合計 950 2,290

当期純利益 85,443 3,547
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

１　映画興行事業売上原価 　 　 　 　 　

　１　写真料 　 130,258　 183,524　

　２　人件費 　 67,665　 79,352　

　３　諸経費 　 107,134　 140,797　

　　　計 　 305,05952.8 403,67558.5

２　スポーツ・レジャー事業売
上原価

　 　 　 　 　

　１　人件費 　 2,278　 ― 　

　２　諸経費 　 7,591　 ― 　

　　　計 　 9,869 1.7 ― ―

３　不動産事業売上原価 　 　 　 　 　

　１　保守管理費 　 7,175　 9,832　

　２　減価償却費 　 27,102　 25,968　

　３　諸経費 　 150,545　 175,101　

　　　計 　 184,82332.0 210,90230.5

４　その他の事業売上原価 　 　 　 　 　

　１　人件費 　 2,969　 2,975　

　２　商品仕入原価 　 69,032　 63,986　

　３　諸経費 　 6,230　 8,749　

　　　計 　 78,232 13.5 75,711 11.0

合計 　 577,984100.0 690,289100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,004,500 1,004,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,004,500 1,004,500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △247,133 △169,243

当期変動額

当期純利益 85,443 3,547

土地再評価差額金の取崩 △7,553 －

当期変動額合計 77,890 3,547

当期末残高 △169,243 △165,695

利益剰余金合計

当期首残高 △247,133 △169,243

当期変動額

当期純利益 85,443 3,547

土地再評価差額金の取崩 △7,553 －

当期変動額合計 77,890 3,547

当期末残高 △169,243 △165,695

自己株式

当期首残高 △7,088 △7,259

当期変動額

自己株式の取得 △171 △102

当期変動額合計 △171 △102

当期末残高 △7,259 △7,362

株主資本合計

当期首残高 750,278 827,997

当期変動額

当期純利益 85,443 3,547

土地再評価差額金の取崩 △7,553 －

自己株式の取得 △171 △102

当期変動額合計 77,719 3,445

当期末残高 827,997 831,442
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △2,202 △1,177

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,024 1,920

当期変動額合計 1,024 1,920

当期末残高 △1,177 742

土地再評価差額金

当期首残高 2,088,628 2,274,663

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

186,034 －

当期変動額合計 186,034 －

当期末残高 2,274,663 2,274,663

評価・換算差額等合計

当期首残高 2,086,426 2,273,485

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

187,058 1,920

当期変動額合計 187,058 1,920

当期末残高 2,273,485 2,275,405

純資産合計

当期首残高 2,836,704 3,101,482

当期変動額

当期純利益 85,443 3,547

土地再評価差額金の取崩 △7,553 －

自己株式の取得 △171 △102

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 187,058 1,920

当期変動額合計 264,777 5,365

当期末残高 3,101,482 3,106,848
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

　

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で有するたな卸資産

商品及び貯蔵品　　最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

３　固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産(リース資産を除く)

建物(建物附属設備を除く)

　定額法によっております。

その他の有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

なお、主な耐用年数については次のとおりであります。

建物　　　　　　　　８～36年

機械及び装置　　　　　　11年

車両運搬具　　　　　　　６年

工具、器具及び備品　３～10年

　

(会計方針の変更)

　　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、当該変更による損益

に与える影響は軽微であります。
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　(2)無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

　

　(3)リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。なお、リース取引

会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

　(2) 投資損失引当金

関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態および回収可能性を勘案して、必要と

認められる額を計上しております。

　(3) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務(当事業年度末時点の自己都合要

支給額を退職給付債務とする簡便法)に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。

　(5) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に備えるため「役員退職慰労金規程」に基づく当事業年度末における基準額を

計上しております。
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５　ヘッジ会計の方法

　(1)ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。

　(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ 

ヘッジ対象

　借入金の利息

　(3)ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　(4)ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日における有効性の評価を省略してお

ります。

　

６　その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳は次の通りであります。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

商品 693千円 798千円

貯蔵品 145千円 131千円

合計 838千円 930千円

　

　

※２　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

敷金及び保証金 580,000千円 621,404千円

長期預り敷金 411,300千円 411,300千円

　

　

※３　「土地の再評価に関する法律」(平成10年法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律」(平成11年法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日、公布政令第119号)第２条第４号に定める、地価

税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方

法により算出しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地
の期末における時価
と再評価後の帳簿価
額との差額

再評価を行った土地の期末に
おける時価が再評価後の帳簿
価額を上回っているため記載
しておりません。

　

※４ 担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

建物 270,079千円 247,618千円

土地 3,710,173千円 3,710,173千円

合計 3,980,253千円 3,957,791千円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

長期借入金 538,259千円 742,525千円

(うち１年以内返済予定の長期借入金 242,734千円 187,614千円)
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　５　偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入に対し保証をしております。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

㈱野和ビル 454,000千円 506,000千円

　

(損益計算書関係)

※１　各項目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

売上高 160,268千円 160,807千円

売上原価 67,596千円 81,397千円

受取利息 11,474千円 7,906千円

　

※２　前事業年度におきましては、商品売上52,184千円が含まれております。

　　　なお商品原価は33,252千円であります。

　

　　　当事業年度におきましては、商品売上60,618千円が含まれております。

　　　なお商品原価は37,056千円であります。

　

※３　前事業年度における貸倒引当金戻入額は、臨時的な子会社貸付金の回収に起因する引当金の戻入額であ

り、その内容は次のとおりであります。

貸倒引当金戻入額 85,090千円

投資損失引当金繰入額 △34,500千円

純額 50,590千円

　

　

※４　前事業年度における固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
  至 平成25年３月31日)

建物 9,995千円 ―

土地 977千円 ―

合計 10,973千円 ―

　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 ― 9,520千円

工具、器具及び備品 4,252千円 3,686千円

合計 4,252千円 13,207千円
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※６　減損損失

前事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

名称及び場所 用途 種類 減損損失額(千円)

山梨県甲府市所在土地 遊休資産 土地 5,229

　①資産のグルーピングの方法

　当社は減損損失を認識するにあたり、個々の事業所及び賃貸資産をキャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、また、遊休資産については個別物件単位によりグルーピングしております。本社資産につき

ましては共用資産としてグルーピングしております。

　②減損損失の認識に至った経緯

　不動産価額の著しい下落により、将来キャッシュ・フローの予測値が帳簿価額を下回っていたため、減

損損失として認識するに至りました。 

 ③回収可能価額の算定方法

　正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額を合理的に調整して算出しております。

　

※７　当事業年度における子会社清算損は、連結子会社である湯村観光株式会社の清算支援損でありま

　　す。

　

※８　前事業年度における特別損失の「その他」の内訳は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
  至 平成25年３月31日)

映写設備等撤去費用 1,286千円 ―

その他 840千円 ―

合計 2,126千円 ―

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 28,565 1,393 ― 29,958
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　1,393株

　

当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 29,958 809 ― 30,767
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　809株
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(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る注記

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　前事業年度(平成24年３月31日)

　 　 　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　　 1,674　 1,674

減価償却累
計額相当額 　　 1,542　 1,542

期末残高
相当額 　　 131　 131

　

　当事業年度(平成25年３月31日)

　 　 　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　　 ―　 ―

減価償却累
計額相当額 　　 ―　 ―

期末残高
相当額 　　 ―　 ―

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　

②　未経過リース料期末残高相当額

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

１年以内 131千円 ―

１年超 ― ―

合計 131千円 ―

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　

③　支払リース料及び減価償却費相当額

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 334千円 131千円

減価償却費相当額 334千円 131千円

　

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（借主側）

①リース資産の内容

　・有形固定資産

前事業年度は映写機器（機械装置及び運搬具）、当事業年度は映写機器（機械装置及び運搬具）、空調

機器（機械装置及び運搬具）、自動発券機器（機械装置及び運搬具）であります。

　・無形固定資産

　　会計システム（ソフトウェア）であります。

②リース資産の減価償却の方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成24年３月31日)

　

　　子会社及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　
(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　(単位：千円)

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 44,500

(2) 関連会社株式 20,000

計 64,500

（注）１　上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のであります。

　　　２　当事業年度において、子会社株式のうち、自由ヶ丘土地興業株式会社34,500千円は投資損失引当処理を、湯

村観光株式会社69,724千円は減損処理を行っております。

　

当事業年度(平成25年３月31日)

　

　　子会社及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　
(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　(単位：千円)

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 44,500

(2) 関連会社株式 20,000

計 64,500

（注）１　上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のであります。

　　　２　子会社株式のうち、自由ヶ丘土地興業株式会社34,500千円は投資損失引当処理を、湯村観光株式会社69,724

千円は減損処理を行っております。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　 　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

繰延税金資産 関係会社株式評価損 184,249千円 184,249千円

　 貸倒に係る損失 76,081千円 76,162千円

　 減損損失 88,175千円 84,160千円

　 税務上の繰越欠損金 35,056千円 55,214千円

　 投資有価証券評価損 49,666千円 49,666千円

　 固定資産除却損 33,568千円 ―

　 退職給付引当金 7,286千円 8,394千円

　 その他の投資評価損 15,672千円 14,333千円

　 賞与引当金 3,116千円 3,242千円

　 その他 10,914千円 18,903千円

　 繰延税金資産計 503,788千円 494,327千円

　 評価性引当金 △503,788千円 △494,327千円

繰延税金資産合計 　 ― ―

　 　 　 　

繰延税金負債
その他有価証券評価
差額金

― 411千円

繰延税金負債の純額 　 ― 411千円

　 　 　 　

再評価に係る
繰延税金負債

事業用土地
再評価差額

1,259,617千円 1,259,617千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
　　前事業年度
(平成24年３月31日)

　　当事業年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.69％ ― 　

（調整） 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.31〃 ― 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項
目

△0.51〃 ― 　

住民税均等割等 1.10〃 　― 　

評価性引当額の増減 △46.70〃 ― 　

その他 0.20〃 ― 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.10％ ― 　

(注)　当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため、注記を省略しております。
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(企業結合等関係)

　　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

１　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

２　貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社は、建物賃貸借契約に基づき使用する建物等について、退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、貸借対照表に計上しているものを除き、当該債務に関連する資産の使用期間が明確でなく、現

在のところ移転・退去等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができず、当

該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　
(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 296.22円 296.76円

１株当たり当期純利益金額 8.16円 0.34円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

― ―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

     ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益(千円) 85,443 3,547

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(千円) 85,443 3,547

  普通株式の期中平均株式数(株) 10,470,313 10,469,392

　

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,101,482 3,106,848

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,101,482 3,106,848

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

10,470,042 10,469,233

　
　
　

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

㈱ティ・ジョイ 2,000 100,000

甲府中央まちづくり㈱ 88 4,400

松竹㈱ 2,000 1,928

東急レクリエーション㈱ 2,500 1,290

㈱高島屋 2,000 1,872

㈱三越伊勢丹ホールディングス 697 946

計 9,285 110,436

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

投資信託

グローバル債券ファンド
10,274,324 7,556

計 10,274,324 7,556

　

EDINET提出書類

武蔵野興業株式会社(E04591)

有価証券報告書

100/112



　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 1,718,32581,25530,9421,768,6381,390,17936,399378,459

　構築物 2,000 ― 1,878 121 121 0 0

　機械及び装置 6,644 ― ― 6,644 3,835 1,195 2,809

　車両運搬具 5,640 ― ― 5,640 5,577 265 62

　工具、器具及び備品 126,2584,31912,671117,90690,4511,19327,455

　土地 3,740,829 ― ― 3,740,829 ― ― 3,740,829

　リース資産 25,70467,509 ― 93,2149,114 8,01484,099

有形固定資産計 5,625,403153,08345,4925,732,9951,499,27947,0674,233,715

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 13,460 ― ― 13,460 ― ― 13,460

　商標権 7,329 ― ― 7,329 5,730 732 1,598

ソフトウェア 797 ― 170 627 418 145 209

リース資産 9,510 ― ― 9,510 6,657 1,902 2,853

電話加入権 4,007 ― ― 4,007 ― ― 4,007

無形固定資産計 35,104 ― 170 34,93412,8052,78022,128

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

　
(注）　　 １　当期増減の主な内容

                                                                            （単位：千円）

増加 建物 自由が丘ビル（改修工事） 18,760

　 　 シネマカリテ（改修工事） 62,494

　 工具、器具備品 シネマカリテ（改修工事） 4,076

　 リース資産（有形） シネマカリテ（映写設備等） 56,152

　 　
新宿武蔵野館（デジタル・シネマ
・システム）

11,356

減少 建物 自由が丘ビル（サイン工事） 30,212

　 工具、器具備品 自由が丘ビル（彫像） 4,000

　 　 自由が丘ビル（看板等） 4,650
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【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 181,004 388 ― 20 181,373

投資損失引当金 34,500 ― ― ― 34,500

賞与引当金 8,198 8,531 8,198 ― 8,531

役員退職慰労引当金 18,648 ― ― ― 18,648

（注）　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(Ⅰ) 資産の部

１　現金及び預金

　

内訳 金額(千円)

現金　(注) １ 2,105

預金の種類 　

当座預金　(注) ２ 156,052

普通預金　(注) ２ 729,351

計 885,403

合計 887,509

(注) １　手許小口現金及び釣銭

２　みずほ銀行新宿支店他

　

２　受取手形

ａ　取引先別内訳

　

内訳 金額(千円)

(株)小泉 17,446

合計 17,446

(注)　商品売上代金

　

ｂ　期日別内訳

　

摘要 平成25年４月 ５月 ６月 ７月 合計

受取手形(千円) 4,032 3,868 4,935 4,609 17,446
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３　売掛金
　

内訳 金額(千円)

(株)メイジャー　(注)２ 11,631

(株)小泉　　(注)１ 7,059

(株)ポニーキャニオン　　(注)２ 2,546

(有)ロングライド　　（注）２ 1,782

(株)オフィスウォーカー　　（注）２ 774

その他 4,737

合計 28,531

(注) １　商品売上代金

２　前売券未精算分

　

売掛金の回収及び滞留状況
　
期首残高Ａ
(千円)

当期発生高Ｂ
(千円)

当期回収高Ｃ
(千円)

当期末残高Ｄ
(千円)

回収率(％) 滞留期間(日)

30,085 120,535 122,088 28,531 81.05 88.75

　

回収率＝
Ｃ

×100 滞留日数＝
Ａ＋Ｄ

÷
Ｂ
　

Ａ＋Ｂ ２ 365

(注)　消費税の会計処理は税抜方式を採用していますが上記当期発生額は消費税が含まれています。

　
　４　たな卸資産

　

品名 金額(千円)

映画館グッズ等 658

マクミランアリス・キャラクターグッズ等 271

合計 930

　

５　関係会社長期貸付金
　

内訳 金額(千円)

自由ヶ丘土地興業(株) 138,000

(株)寄居武蔵野自動車教習所 100,679

合計 238,679

（注）上記貸付金に対して、合計で154,208千円の貸倒引当金を個別に計上しております。
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６　差入保証金及び敷金

　

内訳 金額(千円)

自由ヶ丘土地興業(株)　(注)１ 580,000

(株)野和ビル　（注）２ 41,404

（有）エムアール・インベストメンツ　（注）３ 21,000

その他 1,100

合計 643,504

(注）１　自由ヶ丘ミュービル入居敷金

２　野和ビル入居敷金

３　武蔵野ビル入居敷金　

　

(Ⅱ) 負債の部

１　買掛金

　

内訳 金額(千円)

ギャガ（株)　(注)１ 21,248

(有)ロングライド　(注)１ 8,142

東宝東和(株)　(注)１ 8,014

(株)大和バルブ　　(注)２ 3,696

(株)ポニーキャニオン (注）１ 3,666

その他 27,659

合計 72,427

(注) １　映画料

２　商品仕入代
　

　

２　１年以内返済予定の長期借入金

　

内訳 金額(千円)

みずほ銀行新宿支店　(注) 66,000

りそな銀行新宿支店　(注) 63,830

横浜銀行新宿支店　(注) 50,004

日本政策金融公庫新宿支店　(注) 23,400

三菱東京ＵＦＪ銀行新宿支店　(注) 10,829

合計 214,063

(注)　長期運転資金
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３　長期借入金(１年以内返済予定の金額を除く)

　

内訳 金額(千円)

みずほ銀行新宿支店　(注) 255,000

りそな銀行新宿支店　(注) 159,970

日本政策金融公庫新宿支店　(注) 123,600

横浜銀行新宿支店　(注) 95,801

三菱東京ＵＦＪ銀行新宿支店　（注） 20,012

合計 654,383

(注)　長期運転資金

　

４　長期預り敷金

　

内訳 金額(千円)

(株)野和ビル　(注)１ 411,300

(株)高島屋　(注)２ 110,796

(株)伸芽会　(注)３ 31,384

その他 49,158

合計 602,639

(注) １　東京都新宿区新宿３－37－12貸地

２　大宮ビル入居敷金

３　自由ヶ丘ミュービル入居敷金

　

５　再評価に係る繰延税金負債

科目の内容については、「第５ 経理の状況　２　財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項(貸借対照表関

係)※３」に示したとおりであります。

　

(3) 【その他】

　　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.musashino-k.co.jp/

株主に対する特典

株主優待方法（平成25年3月31日権利確定分実績）

ご所有株式数 株主優待券

1,000株以上 半年毎 12枚 ＋シネマカリテ限定

2,000　〃 〃 24枚 　株主割引券３枚

3,000　〃 〃 36枚 　（オープン記念）

5,000　〃 〃 個人通用株主優待証

8,000　〃 〃 同伴１名通用株主優待証

10,000　〃 〃 同伴２名通用株主優待証

（ご注意）

各優待券共、シネマカリテでのご利用は割引料金（800円）でのご入場となります。

なお、新宿武蔵野館でのご利用は、従来通り無料でご入場いただけます。

 
《シネマカリテでのご利用方法》

　◎株主優待券綴の場合

　　優待券１枚にて、１名様が割引料金でご入場いただけます。

　◎株主優待証の場合

　　優待証のご提示にて、優待証表記のご利用人数様が割引料金でご入場いただけます。

　※ご利用にあたりましては、株主優待綴、株主優待証に記載されている注意事項をご確認の上

　　ご利用くださいますようお願い申し上げます。
 

 

　　◎　株主優待券は年２回(６月下旬、12月上旬)発行致します。

株主優待券通用劇場

所在地 劇場名

　 東京都新宿区
新宿武蔵野館１・２・３

シネマカリテ
 

　(注)本券１枚で１名通用

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 
有価証券報告書
及びその添付書類、
確認書

事業年度
(第141期)

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

　
平成24年６月29日
関東財務局長に提出。

(2)内部統制報告書
事業年度 
(第141期)

自　平成23年４月１日 
至　平成24年３月31日

　
平成24年６月29日 
関東財務局長に提出。

(3)
四半期報告書
及び確認書

(第142期
第1四半期)

自　平成24年４月１日 
至　平成24年６月30日

　
平成24年８月14日 
関東財務局長に提出。

　 　
(第142期 
第2四半期)

自　平成24年７月１日 
至　平成24年９月30日

　
平成24年11月14日 
関東財務局長に提出。

　 　
(第142期 
第3四半期)

自　平成24年10月１日 
至　平成24年12月31日

　
平成25年２月14日 
関東財務局長に提出。

(4)臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第９号の２（株主総会における議決権行使の結

果）の規定に基づくもの。

　
平成24年７月２日 
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

武蔵野興業株式会社

取　締　役　会　御中

　

作成日 平成25年６月20日

　

八重洲監査法人

　
代表社員

業務執行社員
公認会計士 武　田　勇　蔵　　印

　
代表社員

業務執行社員
公認会計士 齋　藤　　　勉　　印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている武蔵野興業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、武蔵野興業株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、武蔵野興業株式会

社の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、武蔵野興業株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

武蔵野興業株式会社

取　締　役　会　御中

　

作成日 平成25年６月20日

　
八重洲監査法人

　
代表社員

業務執行社員
公認会計士 武　田　勇　蔵　　印

　
代表社員

業務執行社員
公認会計士 齋　藤　　　勉　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている武蔵野興業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第142期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明

細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、武蔵野興業株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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